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（参考）第１２次鳥取市総合計画　体系図兼コード表

まちづくりの
目標・方針

政策
基本施策
コード

基本施策

0101 (01)協働・連携の推進

0102 (02)スマートシティの推進

0103 (03)効率的な行財政運営の推進

0104 (04)戦略的な自治体経営の推進

(01)こども
1101 (01)結婚・出産・子育て支援

1201 (01)教育の充実・郷土愛の醸成

1202 (02)生涯学習の推進

1203 (03)スポーツ・レクリエーションの振興

2101 (01)社会保障制度の運営

2102 (02)超高齢社会に向けたまちづくりの推進

2103 (03)障がいのある人の自立支援

2201 (01)健康づくり・疾病予防・介護予防の推進

2202 (02)保健衛生の推進と医療の確保

2301 (01)人権尊重社会の形成

2302 (02)男女共同参画社会の形成

2303 (03)地域福祉の推進

2304 (04)多文化共生のまちづくりの推進

2305 (05)協働のまちづくりの推進

3101 (01)経営基盤の強化と雇用の創造・人材確保

3102 (02)工業の振興

3103 (03)商業の振興と販路拡大

3104 (04)農林水産業の振興

3201 (01)移住定住の推進と関係人口の拡大

3202 (02)滞在型観光の推進

3301 (01)文化芸術によるまちづくりの推進

3302 (02)文化財の保存・整備による「まちづくり」資産の形成

3401 (01)生活基盤の充実

3402 (02)中心市街地の活性化

3403 (03)魅力ある中山間地域の振興

3404 (04)交通ネットワークの充実

4101 (01)地域防災力の向上

4102 (02)防犯・交通安全対策の充実

4103 (03)安全・安心な消費生活の確保

4201 (01)循環型社会の形成

4202 (02)環境保全活動の推進

(00)計画推進における
基本方針

(01)計画推進における基本方針

(02)誰もが自分らしく
暮らし続けることがで
きる、持続可能な地域
共生のまち

(01)福祉

(02)保健・医療

(03)人権・共生・協働

(01)未来を創る人材を
育み、ひとりひとりが
活躍するまち (02)教育・スポーツ

(02)環境

(04)生活基盤・市街地・中山間地
域・交通

(04)豊かな自然と調和
して、安全・安心に暮
らせるまち

(01)防災・防犯

(02)移住定住・関係人口・観光

(03)文化芸術・文化財

(03)ひと、もの、こと
が行きかい、にぎわい
あふれるまち

(01)商工業・農林水産業
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（ 予算事業別概要 ） 

 

 

 

 

 

 



 



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 183 

その他 0 計 1,339 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 183 

一般財源 1,156 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,339 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】人事係 0857-30-8116

【１２次総の施策体系】0103

【事業の経過及び背景】
　令和８年４月より内閣府へ職員を研修派遣することになり、派遣に伴う宿舎の家賃等が必
要となった。

【事業の目的及び効果】
　内閣府への研修派遣を行うことで、職員の知識・能力の向上を図る。

【事業の内容】
　内閣府へ派遣した職員の家賃及び派遣先業務で必要となる現地調査旅費。

　※その他財源の諸収入は、職員経費負担金

款 総務費

項 総務管理費

目 人事管理費

補正前額 5,030 

要求額 1,339 

総務部長段階査定額 1,339 

年度 R8

総００１ 項　　目　　名 人事関係事務費

予算書項目 人事事務費 ページ 27

総務部
職員課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 6,017 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 5,400 

その他 0 

一般財源 617 

その他財源の内訳

市長段階査定額 6,017 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131

【１２次総の施策体系】4101

【事業の経過及び背景】
　民間施設を取得後改修し、平成16年11月に市民サービス部署を集めた駅南庁舎を開庁し
た。令和元年11月に新本庁舎開庁後、再度改修を行ったのち、令和２年５月に鳥取市保健所
を移転し、適正な維持管理を継続している。

【事業の目的及び効果】
　駅南庁舎の２階図書館及び地下会議室等の空調設備は設置から21年が経過し、劣化による
故障の都度、スポット修繕しながら施設利用者への影響が最小限になるよう対応してきた。
　今後、交換部品がなくなり修繕に時間がかかることが想定され、図書館運営に支障をきた
す恐れがあるため、早期に改修に着手し住民サービスを確保する必要がある。

【事業の内容】
　駅南庁舎（図書館・地下会議室等）空調改修工事設計委託業務

款 総務費

項 総務管理費

目 財産管理費

補正前額 17,665 

要求額 6,017 

総務部長段階査定額 6,017 

年度 R8

総００２ 項　　目　　名 駅南庁舎維持管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 27

総務部
財産経営課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 23,916 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 5,814 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 18,102 

その他財源の内訳

市長段階査定額 23,916 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】危機対策係 0857-30-8033、防災支援係 0857-30-8034

【１２次総の施策体系】4101

【事業の経過及び背景】
　災害を未然に防ぎ、発生時の被害を最小限にくい止めるため、総合的に防災体制を整備す
る必要がある。また、地域における防災体制の整備強化を行うことにより、災害時の被害軽
減が可能となるため、住民に対する防災意識の啓発と防災情報の提供を強化していく必要が
ある。

【事業の目的及び効果】
（１）鳥取市防災会議の開催、鳥取市地域防災計画の作成・実施の推進
　　鳥取市地域防災計画を作成し、その実施を推進することや、市長の諮問に応じて市の
　地域に係る防災に関する重要事項を審議する。
（２）住民への防災情報伝達、住民に対する防災意識の啓発
　　災害時における住民への情報伝達手段について、多種多様な方法により情報の発信を
　行い、住民へ情報提供を行う必要がある。
（３）地域防災計画等の活用
　　地域防災計画、総合防災マップ等を活用し、防災意識・防災体制の強化を図る。
（４）災害時相互応援協定締結都市との交流及び南海トラフ地震支援先都市との調整
　　災害時相互応援協定締結都市及び南海トラフ地震支援先都市と情報共有を行い、災害
　時の連携強化を図る。

【事業の内容】
（１）鳥取市総合防災マップの改訂
　　・鳥取市総合防災マップ（電子版）の作成業務
　　・鳥取市総合防災マップ（冊子版）の作成・配送業務
　　・周知チラシの作成・配布業務
（２）ぼうさいこくたいへの出展
　　・広報パネル等の製作

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

補正前額 9,009 

要求額 23,916 

総務部長段階査定額 23,916 

年度 R8

危００１ 項　　目　　名 総合防災対策事業費

予算書項目 総合防災対策費 ページ 29

危機管理部
危機管理課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 4,180 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 2,090 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 2,090 

その他財源の内訳

市長段階査定額 4,180 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】危機対策係 0857-30-8033

【１２次総の施策体系】4101

【事業の経過及び背景】
　内閣府は、安心・安全で心豊かに暮らせる持続可能な地域経済社会を創るため、トイレ、
キッチン、ベッド、風呂の迅速な提供など、避難生活環境の抜本的な改善をはじめ、災害に
も対応できる魅力的な地域づくりを目指す地方公共団体の先進的な取組を支援するための地
域未来交付金（地域防災緊急整備型）を創設した。

【事業の目的及び効果】
　上記交付金を活用し、避難所において特に配慮が必要となる方を対象とした環境整備とし
て、要配慮者スペースなどに必要となる資機材を速やかに配置できるよう整備を行う。

【事業の内容】
　避難所における避難者の良好な生活環境に資する要配慮者用簡易ベッドや災害用マルチテ
ント等の資機材整備。

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

補正前額 0 

要求額 4,180 

総務部長段階査定額 4,180 

年度 R8

危００２ 項　　目　　名 避難所環境等緊急整備事業費

予算書項目 総合防災対策費 ページ 29

危機管理部
危機管理課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 19,998 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 19,900 

その他 0 

一般財源 98 

その他財源の内訳

市長段階査定額 19,998 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】危機対策係 0857-30-8033

【１２次総の施策体系】4101

【事業の経過及び背景】
　大規模災害時など一挙に住民が押し寄せた場合、紙媒体による避難者受付は市民の待機時
間が大幅に生じるほか、職員の膨大な負荷となるのみでなく、災害対策本部の判断に必要な
情報が満足に得られないおそれがあるため、市民が行う避難所入退所手続の簡略化と自動化
が必須である。

【事業の目的及び効果】
・避難者を迅速に受け入れることで、避難時の混雑や二次被害を防止する。
・避難者の数や配慮の必要な内容を正確に取得・災害対策本部に共有することで、避難者が
必要とする福祉・医療サービスや物資などを的確に提供する。
・避難者の情報を被災家屋の把握と被害認定調査に紐づけすることで、罹災証明の発行と各
種支援の実施を迅速化し、被災者の早期生活再建を図る。

【事業の内容】
・マイナンバーカード等を用いた避難所受付支援システムの新規構築
・建物被害認定調査支援システムの新規構築
・被災者支援システムへの個別避難計画台帳等の連携構築
・既存システムへの連携

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

補正前額 0 

要求額 19,998 

総務部長段階査定額 19,998 

年度 R8

危００３ 項　　目　　名 鳥取市被災者支援迅速化システム構築事業費

予算書項目 総合防災対策費 ページ 29

危機管理部
危機管理課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 1,000 

その他 0 計 5,551 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 4,551 

地方債 0 

その他 1,000 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 5,551 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】消防企画係 0857-30-8032

【１２次総の施策体系】4101

【事業の経過及び背景】
　鳥取市消防団は９地区団51分団、団員定数1,354人の県下最大の消防団組織である。団運
営は団長１名、副団長５名の本部員を筆頭に、水火災等の災害出動の他、年間事業計画に基
づいた訓練・研修を行っている。

【事業の目的及び効果】
　活動に必要な装備品などの環境整備を行うことで、火災時等の活動での安全確保を図る。
また、出初式を開催することで、消防団組織統率及び市民への消防団活動の周知を図ること
ができる。さらに、消防関係者の大会及び研修会へ団員を派遣することで、団員個々の資質
向上につながっている。
　また、東部消防局と鳥取市及び各町消防団で協議会を開催し、火災予防運動等の事業を実
施することで、地域の防災体制の万全を図る。

【事業の内容】
・消防団の活動に必要な装備品（雨衣）の配備
・新入団員募集のための広報（消防団加入促進動画の作成、街頭ディスプレイへの放映等）

　※その他財源の諸収入は、コミュニティ事業助成金

款 消防費

項 消防費

目 非常備消防費

補正前額 6,747 

要求額 5,551 

総務部長段階査定額 5,551 

年度 R8

危００４ 項　　目　　名 消防団運営費

予算書項目 消防団運営費 ページ 41

危機管理部
危機管理課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,785 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 2,785 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,785 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】広域連携係 0857-30-8013

【１２次総の施策体系】0101

【事業の経過及び背景】
　鳥取市と岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、香美町、新温泉町の１市６町は、連携中枢都
市圏を形成し、人口減少・少子高齢社会にあっても、圏域の持続的発展をめざし、広域連携
による取組を進めている。

【事業の目的及び効果】
　麒麟のまち創生戦略会議と連携中枢都市圏ビジョン懇談会による連携中枢都市圏ビジョン
の進捗管理を行う。また、圏域住民の地域愛着度向上を目的として、圏域住民に向けた圏域
各市町の相互理解を図るエリアプロモーションに取り組む。

【事業の内容】
　令和10年度を始期とする第３期連携中枢都市圏ビジョンの策定に向け、圏域住民を対象に
した意識調査を実施する。
　［既決予算］
　　・麒麟のまち創生戦略会議の開催
　　・連携中枢都市圏ビジョン懇談会の開催
　　・エリアプロモーション事業（麒麟のまち聖地巡礼スタンプラリー）
　［今回補正］
　　・麒麟のまち圏域住民意識調査業務
　　　　業務内容：アンケート調査票作成・集計等
　　　　調査対象：圏域住民4,200人
　　　　調査内容：圏域に対する認識や生活の満足度など（11月頃実施予定）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 3,139 

要求額 2,785 

総務部長段階査定額 2,785 

年度 R8

企００１ 項　　目　　名 麒麟のまち創生推進事業費

予算書項目 総合企画費 ページ 27

企画推進部
創生企画課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 100 

諸収入 0 

その他 0 計 701 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 100 

一般財源 601 

その他財源の内訳

市長段階査定額 701 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012

【１２次総の施策体系】3201

【事業の経過及び背景】
　市内の大学における県内就職率は約２割にとどまっており、大学生の地元定着の促進が課
題となっている。一方で、地域とのつながりや魅力を知る学生が地域に定着している事例も
みられ、こうした学生を増やすことで、将来的な地元就職を促し、若者定着を図る必要があ
る。

【事業の目的及び効果】
　市内大学の在学生に対し、麒麟のまち圏域の自然や文化、企業、観光地等の魅力の浸透を
図ることで、将来的な就職につなげ、若者定着を促進する。

【事業の内容】
　本市とふるさと納税に関する連携協定を締結した市内大学が、協定の連携分野において、
在学生を対象に実施する麒麟のまち圏域の自然や文化、企業、観光地等の魅力の浸透を図る
ための事業に要する経費に対して助成を行う。
　連携分野：地域の人材育成・確保に関すること
　　　　　　地域経済の活性化に関すること
　　　　　　安心・快適に暮らせるまちづくりに関すること
　　　　　　その他地域課題の解決及び地域活性化に関すること
　補助内容：① 基本補助分（ふるさと納税寄付補助）　補助率10/10
　　　　　　② 上乗せ補助分（単市補助）　　　　　　補助率1/2（補助上限額30万円）
　　　　　　補助金額＝①基本補助分＋②上乗せ補助分（（対象経費－①）×補助率1/2）

　※その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 701 

総務部長段階査定額 701 

年度 R8

企００２ 項　　目　　名 麒麟のまち圏域大学生魅力発見・定住促進事業費

予算書項目 高等教育機関在学生支援事業費 ページ 29

企画推進部
創生企画課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 5,864 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 5,864 

その他財源の内訳

市長段階査定額 5,864 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】広報メディア室 0857-30-8008

【１２次総の施策体系】0104

【事業の経過及び背景】
　市民が様々な場面や手段で市政情報を容易に取得できるよう、ケーブルテレビ、新聞、テ
レビ、ラジオ、ＳＮＳなど様々なメディアを活用して情報提供を行っている。

【事業の目的及び効果】
　様々なメディア・ＳＮＳ等が持つ特性を生かし、市政情報を市民に発信することは、本市
の広報戦略上重要な課題であり、効果的な情報発信・提供を行い、市政情報の市民への浸透
を図る。

【事業の内容】
　本市では、様々な媒体等を活用した広報・広聴に取り組んでいるが、市政情報を的確に届
け、声を収集し、市政に反映させることが十分にできていない。このような現状を打開する
ため、民間事業者等の知見も活用しながら、ＳＮＳを活用した戦略的広報を展開するととも
に、広く市民等の声を収集し、市政運営に反映するための効果的な仕組みを構築する必要が
ある。
　＜取組の全体像＞
　（１）ＳＮＳ広報広聴強化に係る伴走型支援事業
　　　・ＳＮＳ戦略策定・初期構築
　　　・職員向けＳＮＳリテラシー向上研修
　　　・コンテンツ制作・運用支援
　（２）先進地視察

款 総務費

項 総務管理費

目 文書広報費

補正前額 56,449 

要求額 5,864 

総務部長段階査定額 5,864 

年度 R8

企００３ 項　　目　　名 市政広報費

予算書項目 市政広報費 ページ 27

企画推進部
秘書課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 1,150 

その他 0 計 1,150 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 1,150 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,150 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3301

【事業の経過及び背景】
　鳥取世界おもちゃ館の指定管理者（公益財団法人鳥取童謡・おもちゃ館）は、公益目的事
業及び特色ある地域文化振興事業を実施するための基金を設置している。
　県・市は指定管理者との協定に基づき、返納される前年度委託料余剰金の一部を当該基金
積立金として補助することとしている。

【事業の目的及び効果】
　県とともに当該基金造成を支援することにより、指定管理者が実施する自主企画事業の充
実や利用者に対するサービス向上を図ることで、施設の集客増につなげる。

【事業の内容】
　返納される前年度委託料余剰金のうち、指定管理者の経営努力によらない額を控除した額
を当該基金積立金として補助するもの。
（１）令和８年度返納予定額　　　　　　　　　 1,441千円
（２）返納予定額のうち経営努力によらない額　　 291千円
（１）－（２） 補助予定額　　　　　　　　　　1,150千円

　※その他財源の諸収入は、前年度指定管理委託料返納金の一部

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 1,150 

総務部長段階査定額 1,150 

年度 R8

企００４ 項　　目　　名 鳥取世界おもちゃ館基金積立事業補助金

予算書項目 鳥取世界おもちゃ館運営委託費等 ページ 29

企画推進部
文化交流課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 150 

諸収入 0 

その他 0 計 1,817 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 150 

一般財源 1,667 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,817 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】都市交流係 0857-30-8022

【１２次総の施策体系】0104

【事業の経過及び背景】
　姉妹都市である韓国・清州市やドイツ・ハーナウ市、交流都市である中国・延辺朝鮮族自
治州、本市に縁のあるブラジル鳥取県人会などとの国際交流を推進している。これまでに培
われた関係性を基盤としつつ、経済をはじめとする幅広い分野において交流の拡大・深化を
図る必要がある。

【事業の目的及び効果】
　官民が連携しつつ、姉妹都市や交流都市などとの交流を推進することにより、市民の国際
意識の高揚、相互理解の増進、関係・交流人口の拡大を図るとともに、外国人住民支援団体
などとの連携を深めることにより、多文化共生のまちづくりの推進を図ることで、地域の活
性化につなげる。

【事業の内容】
（１）ブラジル鳥取県人会創立75周年、第二アリアンサ鳥取村開村100周年、鳥取・ブラジ
ル交流センター建設30周年記念式典記念事業等への参加（７月22日～29日）にあたり、燃料
代等の高騰を受けた旅費等の増額
　　・ブラジル記念式典参加旅費等　1,667千円
（２）多文化共生のまちづくり推進のための経費
　　・在住外国人と地域住民の交流の場づくり業務委託　150千円

　※その他財源の繰入金は、人づくり・まちづくり基金繰入金

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 6,333 

要求額 1,817 

総務部長段階査定額 1,817 

年度 R8

企００５ 項　　目　　名 国際交流費

予算書項目 国際交流促進費 ページ 29

企画推進部
文化交流課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 9,900 

諸収入 0 

その他 0 計 9,900 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 9,900 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 9,900 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3301

【事業の経過及び背景】
　市民会館をはじめとする本市の主要な文化施設の老朽化に対応するため、平成31年２月、
関係課で構成する「市民会館等文化施設のあり方検討庁内会議」を設置し、文化施設再編の
方向性について内部での調査研究を行った。令和６年２月に策定した「ホール等文化施設の
あり方に関する基本方針」を踏まえ、令和８年３月には「新たな文化施設の整備に関する基
本構想」を策定した。

【事業の目的及び効果】
　新たな文化施設の整備に向けた調査研究を行い、基本計画の策定に向けた取組を進める。

【事業の内容】
　新たな文化施設の整備に関する基本計画を策定するにあたり、基礎調査を実施するための
経費　9,900千円
　調査の内容：候補地、施設の規模、機能、概算事業費等

　※その他財源の繰入金は、人づくり・まちづくり基金繰入金

款 教育費

項 社会教育費

目 文化振興費

補正前額 0 

要求額 9,900 

総務部長段階査定額 9,900 

年度 R8

企００６ 項　　目　　名 文化施設のあり方に関する検討事業費

予算書項目 文化振興費 ページ 43

企画推進部
文化交流課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 270,048 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 268,500 

その他 0 

一般財源 1,548 

その他財源の内訳

市長段階査定額 270,048 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3301

【事業の経過及び背景】
　1967年（昭和42年）から鳥取市民会館の運営を行っており、市民の文化芸術活動の拠点の
１つとなっている。2010年（平成22年）に耐震改修などを実施したものの、老朽化が進行し
ていることから、適正な維持管理と併せて今後の方向性を検討する必要がある。

【事業の目的及び効果】
　市民の文化芸術活動などの拠点の１つとして市民会館の適正な管理運営を行うことによ
り、施設の機能維持を図ることで、利用者の安全・安心や利便性の確保につなげる。

【事業の内容】
（１）市民会館の空調設備改修等
　　・バリアフリー化改修実施設計業務　　　　　　　　　　8,712千円
　　・ＰＣＢ運搬・処分　　　　　　　　 　　　　　　     1,416千円
　　・熱源設備・空調設備改修工事、受変電設備改修工事  258,412千円
（２）市民会館の利用料収入減による補填金
　　・旧本庁舎跡地広場整備工事の影響による　　　　　　  1,508千円

款 教育費

項 社会教育費

目 市民会館管理費

補正前額 44,967 

要求額 270,048 

総務部長段階査定額 270,048 

年度 R8

企００７ 項　　目　　名 市民会館施設管理費

予算書項目 施設管理費 ページ 43

企画推進部
文化交流課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,263 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,263 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,263 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026

【１２次総の施策体系】0102

【事業の経過及び背景】
　地域情報化推進のため、通信ネットワーク、携帯電話、コミュニティＦＭなどの情報通信
基盤及び行政サービスを提供してきた。

【事業の目的及び効果】
　地域情報化推進のため、情報化に関する情報収集を行うとともに、総合行政ネットワー
ク、鳥取情報ハイウェイ市町村アクセス網、地域イントラネット、公衆無線ＬＡＮ、携帯電
話用鉄塔等の各種情報通信基盤及び情報提供システムの適切な管理を行う。

【事業の内容】
　地元民間事業者と連携して、見守りや安否確認等のサービスを提供する「スーパーアプ
リ」の構築に向けた実証実験に要する経費。
　期間：８月～10月（予定）
　対象：高齢者等の生活支援が必要な方（30名程度）
　内容：見守り、安否確認、買物支援　など

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 30,057 

要求額 1,263 

総務部長段階査定額 1,263 

年度 R8

企００８ 項　　目　　名 地域情報化推進費

予算書項目 地域情報化推進費 ページ 29

企画推進部
デジタル戦略課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 2,530 

その他 0 計 2,530 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 2,530 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,530 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026

【１２次総の施策体系】0102

【事業の経過及び背景】
　本市が所有する有線テレビジョン放送施設は、市が整備し、ＩＲＵ契約によりＣＡＴＶ局
がサービス提供を行っている。

【事業の目的及び効果】
　本市が所有する有線テレビジョン放送施設の適正な運営と維持管理を行う。

【事業の内容】
　鳥取県発注工事に伴うＣＡＴＶ線移設工事
　・県道池谷福部停車場線（福部町左近地内）　1,779千円
　・県道八束水勝見線（気高町下原地内）　　　　751千円

　※その他財源の諸収入は、県からの移設補償金

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 107,617 

要求額 2,530 

総務部長段階査定額 2,530 

年度 R8

企００９ 項　　目　　名 有線テレビジョン放送施設管理費

予算書項目 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 29

企画推進部
デジタル戦略課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 123 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 123 

その他財源の内訳

市長段階査定額 123 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】移住定住促進係 0857-30-8173

【１２次総の施策体系】3201、3403

【事業の経過及び背景】
　移住に関する各種情報の収集、発信を強化するとともに、相談者への伴走型支援を行うた
め、平成18年に「鳥取市定住促進・Ｕターン相談支援窓口」を設置し、専任相談員を配置し
た。さらに「鳥取市移住・交流情報ガーデン」の設置、お試し定住体験施設の運営、各種支
援制度の実施により、移住定住の促進を図ってきた。

【事業の目的及び効果】
　お試し定住体験施設については、移住希望者が実際に鳥取での生活を体験することで、気
候や生活環境など移住後の具体的な生活イメージを持っていただくことを目的としており、
移住への不安を軽減し本市への移住定住につなげるもの。

【事業の内容】
・用瀬地域お試し定住体験施設　経年劣化による１階リビングのエアコンの取替費用

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 65,180 

要求額 123 

総務部長段階査定額 123 

年度 R8

市００１ 項　　目　　名 人材誘致・定住促進対策事業費

予算書項目 総合企画費 ページ 27

市民生活部
地域振興課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 8,730 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 2,529 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 6,201 

その他財源の内訳

市長段階査定額 8,730 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】振興係 0857-30-8172

【１２次総の施策体系】3403

【事業の経過及び背景】
　鳥取市南部地域（河原、用瀬、佐治町地域）の人口は、平成16年11月の市町村合併時か
ら、令和６年11月までの20年間で約30%減少しており、65歳以上の高齢者の割合も約43%に達
している状況である。
　この人口減少・高齢化の影響は、地域産業の担い手確保が困難な状況をもたらしており、
地域産業の維持・発展を図るためには、若年層を中心とした担い手の確保が急務となってい
る。

【事業の目的及び効果】
　上記を踏まえ、鳥取市南部地域で国の「特定地域づくり事業協同組合」制度を活用して組
合を設立することで、地域内外から地域産業の後継者となる者の雇用を促進し、もって地域
産業の活性化と継続性の強化につなげるものである。
　また、地域外から担い手を雇用することで、移住者等の増加につなげ、地域内の交流人口
の拡大を図ることができる。

【事業の内容】
　鳥取市南部特定地域づくり事業協同組合の設立、運営に係る費用の支援を行うもの。
（設立支援関係）
① 寄付金　2,750千円（組合基本財産分に充当）
（運営支援関係）
② 補助金　3,373千円（運営に係る事業費への補助、補助率1/2）
③ 委託料　2,607千円（運営アドバイザーへの委託契約：地域力創造アドバイザー事業
（国）を活用）
※①～③の費用については国・県の支援あり（補助金及び特別交付税措置）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 10,532 

総務部長段階査定額 8,730 

年度 R8

市００２ 項　　目　　名 特定地域づくり推進事業費

予算書項目 地域振興対策費 ページ 29

市民生活部
地域振興課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,500 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,000 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 500 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,500 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】振興係 0857-30-8172

【１２次総の施策体系】3403

【事業の経過及び背景】
　本市の中山間地域では、豊かな自然や風景、地域ではぐくまれた特産物、固有の伝統芸
能や文化財など多様な地域資源を生かし、都市住民との交流を行うグリーンツーリズムが
各地域で実施されている。これらの取組を民間団体等との協働のもと推進している。

【事業の目的及び効果】
　グリーンツーリズムを、都市と農村の共生による地域活性化の有効な手段と捉え、本市
のグリーンツーリズム会員で構成される「鳥取市グリーンツーリズム連絡会」の活動や、
民泊の取組を支援する。
　これにより、鳥取市の農山漁村が、「遊ぶ」「食べる」「学ぶ」「安らぐ」等の生活体
験の提供を通じた感動が得られる活力あふれる場となり、そこで暮らす住民と都市住民と
の交流の拡大を図る。

【事業の内容】
　用瀬町の豊かな自然環境を背景に、地域と連携した滞在を提供する民泊施設の整備に要
する経費を助成する。（上限1,500千円）
　内訳：3,135千円（事業費）×1/2（補助率）⇒ 1,500千円（補助金額）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 2,675 

要求額 1,500 

総務部長段階査定額 1,500 

年度 R8

市００３ 項　　目　　名 グリーンツーリズム推進事業費

予算書項目 特色あるまちづくり推進事業費 ページ 29

市民生活部
地域振興課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 10,200 

その他 0 計 10,200 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 10,200 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 10,200 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】コミュニティ支援係 0857-30-8176

【１２次総の施策体系】2305

【事業の経過及び背景】
　一般財団法人自治総合センターが宝くじの普及広報事業費を財源として実施するコミュニ
ティ助成事業に、コミュニティセンター助成事業として岩倉町内会が申請していた事業が令
和８年３月19日に採択された。当該助成金は、一般財団法人自治総合センターから本市を経
由して交付する。

【事業の目的及び効果】
　コミュニティ活動を実施する団体に助成を行うことにより、地域コミュニティの健全な発
展と住民福祉の向上を図る。

【事業の内容】
　コミュニティセンター助成事業（補助率3/5　限度額20,000千円）
　事業内容：コミュニティセンターの建築及び備品の整備
　団 体 名：岩倉町内会
　補助金額：10,200千円

　※その他財源の諸収入は、コミュニティ事業助成金

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

補正前額 0 

要求額 10,200 

総務部長段階査定額 10,200 

年度 R8

市００４ 項　　目　　名 地域コミュニティ支援事業費

予算書項目 地域振興費 ページ 29

市民生活部
協働推進課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 400 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 80 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 320 

その他財源の内訳

市長段階査定額 400 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】コミュニティ支援係 0857-30-8176

【１２次総の施策体系】2305

【事業の経過及び背景】
　町内会の加入世帯の減少や会員の高齢化、役員のなり手不足などを背景に、町内会活動の
維持が困難な状況になっている。

【事業の目的及び効果】
　持続可能な町内会活動をめざし、未加入世帯への加入の働きかけ、町内会の運営方法や組
織体制の見直しなどに新たに取り組もうとする町内会を支援することにより、町内会活動の
活性化を促進するとともに、成功事例を全市展開することにより元気な町内会の増加を図
る。

【事業の内容】
　町内会の加入促進や役員の負担軽減、柔軟な町内会運営への転換など、先進的な事業に新
たに取り組む町内会に対し、補助金を交付する。
　　補助金額：80千円（上限）
　　補助率：4/5
　　補助数：５団体（最大）

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

補正前額 0 

要求額 400 

総務部長段階査定額 400 

年度 R8

市００５ 項　　目　　名 頑張る町内会応援事業費

予算書項目 地域振興費 ページ 29

市民生活部
協働推進課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 15,269 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 10,179 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 5,090 

その他財源の内訳

市長段階査定額 15,269 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】地区公民館係 0857-30-8178

【１２次総の施策体系】2303

【事業の経過及び背景】
　以前から、小学生などから、放課後や長期休業中などに気軽に集まれるスペースの確保に
ついて要望があがっており、こどもが安心して安全に過ごせる場所の確保が求められてい
る。

【事業の目的及び効果】
　こども達が過ごせる場所として地区公民館を提供し、健やかに成長できる環境を整える。
また、支援が必要なこども等を早期に発見し、適切な支援機関につなげる。

【事業の内容】
（１）事業開始のための環境整備
（２）こどもの居場所の提供（研修室等の開放）、こども向け講座の開催、見守り

　本年度開始地区公民館　久松、遷喬、浜坂、美保、美保南、倉田、面影、末恒、賀露、
　　　　　　　　　　　　河原、用瀬、勝谷、瑞穂、逢坂、日置（15館）

　※全地区公民館で年次的に事業開始。

款 総務費

項 総務管理費

目 公民館費

補正前額 0 

要求額 15,269 

総務部長段階査定額 15,269 

年度 R8

市００６ 項　　目　　名 地区公民館こどもの居場所づくり事業費

予算書項目 地区公民館運営費 ページ 29

市民生活部
協働推進課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 5,032 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 5,032 

その他財源の内訳

市長段階査定額 5,032 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】庶務係 0857-30-8191

【１２次総の施策体系】0102

【事業の経過及び背景】
　令和元年度の庁舎移転に伴って、より一層の市民の利便性向上を図るため、市民の利用の
多い業務窓口を整理・統合した３つの総合窓口（市民総合窓口、福祉総合窓口、税総合窓
口）を構築した。

【事業の目的及び効果】
　３つの総合窓口の構築に伴い開始した以下の事業を継続実施し、総合窓口の利便性向上を
図る。
（１）証明書発行業務等の総合窓口業務及び総合案内業務
（２）受付・呼出情報の管理や混雑状況の提供等を可能とする受付番号発券システムの運
　　　用管理

【事業の内容】
　急激な最低賃金の上昇など想定を上回る人件費の増加に伴い、適正な価格転嫁を実施する
ため、委託料の見直しを行うもの。

款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費

補正前額 91,213 

要求額 5,032 

総務部長段階査定額 5,032 

年度 R8

市００７ 項　　目　　名 総合窓口管理事務費

予算書項目 総合窓口管理事務費 ページ 27

市民生活部
市民課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 3,587 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 3,587 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,587 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】戸籍係 0857-30-8194

【１２次総の施策体系】0102

【事業の経過及び背景】
　市区町村は、戸籍法に基づき法定受託事務として戸籍に関する事務を所掌している。

【事業の目的及び効果】
　戸籍法に基づき戸籍事務を適正に処理するため、戸籍システムの適正な管理により、事務
の安定化を図る。

【事業の内容】
　戸籍データのバックアップに使用している待機系サーバが耐用年数を経過したため、仮想
サーバ上へサーバ環境を移設する。

款 総務費

項 戸籍住民基本台帳費

目 戸籍住民基本台帳費

補正前額 22,627 

要求額 3,587 

総務部長段階査定額 3,587 

年度 R8

市００８ 項　　目　　名 戸籍関係事務費

予算書項目 戸籍事務費 ページ 31

市民生活部
市民課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 8,356 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 5,948 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 2,408 

その他財源の内訳

市長段階査定額 8,356 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】戸籍係 0857-30-8194

【１２次総の施策体系】0102

【事業の経過及び背景】
　令和５年６月２日、戸籍法（昭和22年法律第224号）の一部改正を含む「行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律」（令和
５年法律第48号。以下「改正法」という。）が成立し、同月９日に公布、令和７年（2025
年）５月26日施行となり、戸籍に氏名の振り仮名が記録されることとなった。

【事業の目的及び効果】
　戸籍に氏名の振り仮名を記載し、公証することで、本人確認情報として利用することが可
能になる。

【事業の内容】
　法改正に伴う、戸籍の附票への旧氏、旧氏振り仮名記載、コンビニ交付システムの旧氏対
応のための戸籍システム改修。

款 総務費

項 戸籍住民基本台帳費

目 戸籍住民基本台帳費

補正前額 2,502 

要求額 8,356 

総務部長段階査定額 8,356 

年度 R8

市００９ 項　　目　　名 戸籍の振り仮名記載事務費

予算書項目 戸籍事務費 ページ 31

市民生活部
市民課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 7,084 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 3,256 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 3,828 

その他財源の内訳

市長段階査定額 7,084 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】証明係 0857-30-8192

【１２次総の施策体系】0102

【事業の経過及び背景】
　平成29年６月より、マイナンバーカードを利用して各種証明書をコンビニエンスストア等
で取得できるサービス（コンビニ交付サービス）を導入した。

【事業の目的及び効果】
　市民総合窓口開庁時間に加え、早朝・夜間・休日も証明書が取得可能となり、市民の利便
性向上につながる。
・取得できる証明書
　住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍の附票の写し、戸籍謄(抄)本証明書、所得課税証
　明書
・取得可能時間　　午前６時30分～午後11時（12/29～１/３を除く）
  （※戸籍の附票の写し、戸籍謄（抄）本証明書は平日/午前９時～午後５時）

【事業の内容】
　法改正に伴う、コンビニ交付による戸籍の附票への旧氏、旧氏振り仮名記載のためのシス
テム改修による増額。

款 総務費

項 戸籍住民基本台帳費

目 戸籍住民基本台帳費

補正前額 26,654 

要求額 7,084 

総務部長段階査定額 7,084 

年度 R8

市０１０ 項　　目　　名 コンビニ交付関連事務費

予算書項目 コンビニ交付関連事務費 ページ 31

市民生活部
市民課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,745 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 2,745 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,745 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】マイナンバーカード係 0857-30-8196

【１２次総の施策体系】0102

【事業の経過及び背景】
　社会保障・税番号制度の施行（平成27年10月１日）に伴い、マイナンバーカードの交付事
務等を実施。制度開始から10年以上経過し、電子証明書・カード本体の更新件数増加や利用
機会の拡大により、窓口対応を求める市民ニーズが高まっている。

【事業の目的及び効果】
　行政手続のオンライン化による事務の効率化、本人確認の精度向上のほか、市民の利便性
向上が期待される。

【事業の内容】
　法改正に伴い、令和８年５月26日以降、順次マイナンバーカードへ氏名の振り仮名等が記
載されることとなった。既存カードは希望者のみでなく、電子証明書更新等の手続時に券面
変更が必要となる。
　また、令和８年６月14日から在留カードまたは特別永住者証明書とマイナンバーカードと
の一体化が開始される。

（１）マイナンバーカードへの振り仮名記載に係る経費
　　・一体型本人確認書類裏書印字システムの追加（２台）
　　・会計年度任用職員の増員（１名）
（２）在留カード等とマイナンバーカードの一体化に係る経費
　　・一体型本人確認書類裏書印字システムのバージョンアップ経費（既存分）

款 総務費

項 戸籍住民基本台帳費

目 戸籍住民基本台帳費

補正前額 82,368 

要求額 2,745 

総務部長段階査定額 2,745 

年度 R8

市０１１ 項　　目　　名 個人番号カード関連事務費

予算書項目 個人番号カード関連事務費 ページ 31

市民生活部
市民課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,292 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 2,292 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,292 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8084

【１２次総の施策体系】4201

【事業の経過及び背景】
　令和５年４月のリンピアいなば（鳥取県東部広域行政管理組合）の稼働開始を受けて、本
市が設置したごみ焼却施設は全て廃止となっている。

【事業の目的及び効果】
　廃止されたごみ焼却施設について、解体工事の実施と解体実施までの安全管理業務を行う
ことで公共施設の適正管理を図る。

【事業の内容】
（１）ダイオキシン類水質検査　　2,178千円
　神谷清掃工場解体工事（３か年計画の２年目）で実施する工場内のダイオキシン類除染作
業（令和８年７月下旬から約４か月）により、工場付近の水路にダイオキシン類が流出しな
いか地域住民が不安を抱えており、同水路２地点でダイオキシン類の水質調査を実施する。
（２）ＰＣＢ含有検査　　　　　　　114千円
　神谷清掃工場内に残置する電気集塵用シリコン整流装置（４基）を適切に処分するために
ＰＣＢ含有検査を行う。

款 衛生費

項 清掃費

目 清掃工場管理費

補正前額 4,612 

要求額 2,292 

総務部長段階査定額 2,292 

年度 R8

環００１ 項　　目　　名 施設維持管理費

予算書項目 施設維持管理費 ページ 35

市民生活部環境局
生活環境課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,843 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,843 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,843 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】福祉企画係 0857-30-8202

【１２次総の施策体系】2303

【事業の経過及び背景】
　中核市移行に伴い、民生委員・児童委員に関する業務が県から委譲され、厚生労働大臣へ
の推薦や民生・児童委員活動費の交付を本市において行うことになった。
　また、鳥取県民生児童委員協議会の研修参加など継続して行っている。

【事業の目的及び効果】
　地域の協力のもと民生・児童委員の委嘱等に関する手続、活動・研修等経費の支援などを
行い、地域福祉の増進に資することを目的とする。

【事業の内容】
　地方交付税算定基礎額の改正に伴い、民生委員・児童委員活動費を増額するもの。
　・年間１人当たり：64,000円（改正前　60,200円）
　・民生・児童委員数：485人（見込み）

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 31,685 

要求額 1,843 

総務部長段階査定額 1,843 

年度 R8

福００１ 項　　目　　名 民生委員事業費

予算書項目 民生委員事業費 ページ 31

福祉部
地域福祉課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 537 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 537 

その他財源の内訳

市長段階査定額 537 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】福祉企画係 0857-30-8202

【１２次総の施策体系】2303

【事業の経過及び背景】
　新本庁舎の開庁に合わせ、民間事業者の資源を活用したより質の高い市民サービスの提
供、効果的な執行体制を実現するため、令和元年度より福祉窓口業務等の包括委託を実施し
ており、令和６年度の契約満了に伴い、令和７年度から９年度までの事業者をプロポーザル
により選定し、引き続き包括委託を実施している。

【事業の目的及び効果】
　民間事業者のノウハウやスキルを生かした、より質の高い市民サービスの提供、繁忙・平
常時に柔軟に対応できる効果的な執行体制を維持する。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費
　（福祉総合窓口受付等業務・託児室等運営管理業務分）　537千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 15,821 

要求額 537 

総務部長段階査定額 537 

年度 R8

福００２ 項　　目　　名 福祉総合窓口受付等業務費

予算書項目 福祉総合窓口事業費 ページ 31

福祉部
地域福祉課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 404,972 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 404,972 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 404,972 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　平成26年６月に成立した医療介護総合確保推進法により、介護施設等の整備を進めるため
に、消費税財源を活用して都道府県に地域医療介護総合確保基金が設置された。鳥取県で
は、この基金を活用し、鳥取県地域医療介護総合確保基金補助制度により事業展開をしてい
る。

【事業の目的及び効果】
　鳥取県地域医療介護総合確保基金補助金（補助率10/10）を活用し、第９期計画に位置付
けた介護サービスの整備を推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよ
う介護基盤の充実強化を図る。

【事業の内容】
（１）地域密着型サービス等整備助成事業
（２）施設開設準備経費等支援事業
（３）大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴ導入支援事業
（４）既存の特養等のユニット化改修事業

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 404,972 

総務部長段階査定額 404,972 

年度 R8

福００３ 項　　目　　名 地域医療介護総合確保事業補助金

予算書項目 社会福祉施設整備等補助金 ページ 31

福祉部
長寿社会課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 3,933 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 3,100 

その他 0 

一般財源 833 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,933 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１２次総の施策体系】2303

【事業の経過及び背景】
　経年により老朽化した施設の適切な維持管理が求められている。

【事業の目的及び効果】
　老朽化した施設の修繕を計画的に実施し、施設の維持管理を適正に行うことで、市民の施
設利用時の安全性と利便性を確保する。

【事業の内容】
　高齢者福祉センター・空調設備修繕　　　　　　　  759千円
　湯谷荘　　　　　　・滅菌機更新　　　　 　　　　 578千円
　　　　　　　　　　・源泉ポンプ更新　　　　　　1,826千円
　なごみ苑　　　　　・防水シート等　　　　　　　　770千円（増額分）

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 59,273 

要求額 3,933 

総務部長段階査定額 3,933 

年度 R8

福００４ 項　　目　　名 社会福祉施設改修事業費

予算書項目 社会福祉施設整備費 ページ 31

福祉部
長寿社会課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,000 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,000 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,000 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１２次総の施策体系】2102

【事業の経過及び背景】
　単身高齢者等が増加する中、身寄りがない、頼れる家族がいない高齢者などについて、身
元保証や緊急連絡先がいないことから、急な入院や施設入所が必要となった際に調整に時間
を要するなど、円滑な対応が困難な状況が生じている。今後、こうした事例の増加が見込ま
れ、家族の支援を前提としない支援体制の整備が求められている。

【事業の目的及び効果】
　頼れる親族等の身寄りがない高齢者等の増加が見込まれることから、家族の支援を前提と
しない、身近な地域の中で、必要な支援を受けながら生活できるよう地域で支え合う新たな
権利擁護支援を行う。

【事業の内容】
　医療や介護事業者等が身寄りのない高齢者等の支援を円滑に実施できるよう、対応事例集
を作成する。また、身寄りのない高齢者等への支援について周知を図るためのガイドブック
を作成し、事業を推進する。
　・「身寄りのない方への対応事例集」の作成（鳥取県東部医師会へ委託）
　・「身寄りがない方への支援ガイドブック」の作成

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 6,000 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 1,000 

年度 R8

福００５ 項　　目　　名 持続可能な権利擁護支援モデル事業費

予算書項目 持続可能な権利擁護支援モデル事業費 ページ 31

福祉部
長寿社会課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,768 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 2,768 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,768 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　軽費老人ホームは、老人福祉法第20条の６の規定により、在宅での生活が困難な低所得者
層に属する高齢者を無料または低額な料金で入所させ、食事の提供その他の日常生活上必要
な便宜を供与することを目的として整備された施設である。

【事業の目的及び効果】
　社会福祉法人等が設置する軽費老人ホームに対して助成を行い、所得の少ない施設利用者
の負担軽減及び軽費老人ホーム職員の処遇改善を図り、施設の安定的な運営を確保する。

【事業の内容】
　軽費老人ホーム職員に対する賃上げ支援として、市内に軽費老人ホームを有する法人に対
して所要の額を補助する。
　・対象施設：５施設
　・補助額：介護職員１名当たり最大19千円/月
　　　　　　その他の職員１名当たり10千円/月

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 174,693 

要求額 2,768 

総務部長段階査定額 2,768 

年度 R8

福００６ 項　　目　　名 軽費老人ホーム運営補助金

予算書項目 軽費老人ホーム運営補助金 ページ 33

福祉部
長寿社会課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 23 

諸収入 0 

その他 0 計 99 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 57 

地方債 0 

その他 23 

一般財源 19 

その他財源の内訳

市長段階査定額 99 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】鳥取市中央包括支援センター 0857-20-3457

【１２次総の施策体系】2102

【事業の経過及び背景】
　本市は地域包括ケアの構築を図るため平成18年度より地域包括支援センターを設置し、複
雑・多様化している高齢者の課題に寄り添った生活支援に取り組んでいる。
　令和４年度より複雑化・複合化したニーズに対応する包括的な支援体制を構築する「重層
的支援体制整備事業」に本事業を位置付け、介護保険費特別会計から一般会計へ本事業を移
行した。

【事業の目的及び効果】
　地域包括支援センターにおいて、包括的支援事業等を一体的に実施し、地域住民の保健医
療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（中央包括支援センターの窓口対応業務分）　99千円

　※その他財源の繰入金は、重層的支援体制整備事業繰出金

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 333,735 

要求額 99 

総務部長段階査定額 99 

年度 R8

福００７ 項　　目　　名 包括支援センター運営事業費（事業運営費）

予算書項目 包括支援センター運営事業費 ページ 33

福祉部
長寿社会課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 857 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 857 

その他財源の内訳

市長段階査定額 857 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　長寿社会課の窓口業務は平成25年度より事業委託を実施してきた。新本庁舎移転に伴い
各課個別で行っていた窓口業務委託を福祉総合窓口として一本化した。

【事業の目的及び効果】
　民間事業者のノウハウやスキルを生かして介護保険業務について、繁忙期等においても柔
軟に対応できる効率的な窓口サービス等を提供する。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（介護保険窓口等業務分）　857千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 15,169 

要求額 857 

総務部長段階査定額 857 

年度 R8

福００８ 項　　目　　名 福祉総合窓口業務等包括委託事業費（介護保険事業分）

予算書項目 福祉総合窓口業務等包括委託事業費 ページ 33

福祉部
長寿社会課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,825 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,443 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,382 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,825 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　依然としてエネルギー価格や物価高騰が続いており、低所得者世帯の生活に深刻な影響
を与えることが懸念されている。

【事業の目的及び効果】
　光熱費等の一部を助成することにより、低所得世帯の生活への影響を緩和する。

【事業の内容】
・対象者　① 特別障害者手当受給世帯　　 204世帯（見込み）
　　　　　② 経過的福祉手当受給世帯　　　２世帯（見込み）
　　　　　③ 障害児福祉手当受給世帯　　　１世帯（見込み）
　　　　　④ 特別児童扶養手当受給世帯　　43世帯（見込み）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 計　 250世帯（見込み）
　　　　　※所得制限による支給停止世帯を除いた住民税非課税世帯に限る。
・助成費　１世帯当たり11千円
・財　源　鳥取県家計負担激変緩和対策事業補助金（扶助費1/2、役務費10/10）

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 2,825 

総務部長段階査定額 2,825 

年度 R8

福００９ 項　　目　　名 低所得者等への光熱費助成事業費（特別障害者手当等受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への光熱費助成事業費 ページ 31

福祉部
障がい福祉課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 758 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 758 

その他財源の内訳

市長段階査定額 758 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　障害者手帳の管理・交付、障害福祉サービスの提供、自立支援医療受給者証の発行、補装
具・日常生活用具の支給など、障がい福祉課の業務全般に要する事務経費を計上するもの。
　令和４年度より福祉総合窓口業務等包括委託業務に障がい福祉課関係業務を追加。

【事業の目的及び効果】
　民間事業者のノウハウやスキルを生かして、障がい福祉関係業務について、繁忙時等にお
いても柔軟に対応できる効果的な受付体制を維持する。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（障がい福祉窓口等業務分）　758千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 身体障がい者福祉費

補正前額 23,263 

要求額 758 

総務部長段階査定額 758 

年度 R8

福０１０ 項　　目　　名 身体障がい者福祉行政事務費

予算書項目 事務費 ページ 33

福祉部
障がい福祉課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 8,125 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 4,062 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 4,063 

その他財源の内訳

市長段階査定額 8,125 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの支給決定、請求審査については、障害者自
立支援給付審査支払等システムであるＭｃｗｅｌシステムにより実施している。

【事業の目的及び効果】
　国により障害福祉従事者の処遇改善に係る障害福祉サービス等の報酬改定が実施されるこ
とに伴い、必要なシステム改修を行うことにより、介護給付費等の支給決定・請求に対する
審査業務を円滑に実施する。

【事業の内容】
　国による障害福祉サービス報酬の臨時改定の実施に伴うシステム改修に要する経費
　8,125千円（国費1/2）

款 民生費

項 社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 10,710 

要求額 8,125 

総務部長段階査定額 8,125 

年度 R8

福０１１ 項　　目　　名 障害者自立支援法施行事務費

予算書項目 障害者総合支援法施行事務費 ページ 33

福祉部
障がい福祉課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 172,180 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 114,786 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 57,394 

その他財源の内訳

市長段階査定額 172,180 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　国の社会福祉施設等施設整備費補助金を活用し、障がいのある人が居住または日中活動の
場として利用する福祉施設の整備を促進するもの。

【事業の目的及び効果】
　国庫補助制度を活用し、施設の創設、修繕等を行う事業者に対して助成を行うことで、障
害福祉サービス事業所や障害者支援施設等の整備を促進する。
　・実施主体　社会福祉法人、ＮＰＯ法人、営利法人等
　・対象事業　建物の創設（新築）、改築、大規模修繕等
　・内容　　　社会福祉施設等の施設整備に要する費用の一部を補助する。
　・補助対象経費　施設整備に必要な工事費及び工事事務費
　・補助率　　3/4
　・負担割合　国1/2、市1/4、事業主体1/4

【事業の内容】
・共同生活援助事業所（グループホーム）整備事業　 ２件　172,180千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 0 

要求額 172,180 

総務部長段階査定額 172,180 

年度 R8

福０１２ 項　　目　　名 社会福祉施設等施設整備事業費

予算書項目 社会福祉施設等整備事業費 ページ 33

福祉部
障がい福祉課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,000 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 400 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,600 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,000 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　共同生活援助事業所（グループホーム）は、入所施設や病院からの地域移行の受け皿とな
り、障がいのある人の地域生活を支えるニーズの高い施設であるが、国の社会福祉施設等施
設整備費補助金の採択件数が限られ、事業者のニーズに十分な対応ができているとは言えな
い状況があった。

【事業の目的及び効果】
　鳥取県の補助制度を活用し、グループホームの創設、修繕等を行う事業者に対して助成を
行うことで、グループホームの整備を促進する。
　・実施主体　社会福祉法人、ＮＰＯ法人、営利法人等
　・対象事業　グループホームの創設、改築、大規模修繕等
　・内容　　　グループホーム整備に要する費用の一部を補助する。
　・補助対象経費　整備に必要な工事費及び工事事務費
　・補助率　　1/2
　・負担割合　市4/10、県1/10、事業主体5/10

【事業の内容】
・グループホーム（大規模修繕）　１件　2,000千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 0 

要求額 2,000 

総務部長段階査定額 2,000 

年度 R8

福０１３ 項　　目　　名 鳥取市グループホーム施設整備事業費

予算書項目 社会福祉施設等整備事業費 ページ 33

福祉部
障がい福祉課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 21,995 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 11,241 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 10,754 

その他財源の内訳

市長段階査定額 21,995 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】生活支援係 0857-20-3476

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　依然としてエネルギー価格や物価高騰が続いており、低所得者世帯の生活に深刻な影響
を与えることが懸念されている。

【事業の目的及び効果】
　光熱費等の一部を助成することにより、低所得者世帯の生活への影響を緩和する。

【事業の内容】
・対象者　生活保護世帯　1,950世帯（見込み）
・助成費　１世帯当たり11千円
・財　源　鳥取県家計負担激変緩和対策事業補助金（扶助費1/2、役務費10/10）

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 21,995 

総務部長段階査定額 21,995 

年度 R8

福０１４ 項　　目　　名 低所得者等への光熱費助成事業費（生活保護受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への光熱費助成事業費 ページ 31

福祉部
生活福祉課

-34-



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 758 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 758 

その他財源の内訳

市長段階査定額 758 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】国民健康保険係 0857-30-8222

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　令和元年10月に新しい本庁舎への移転にあたり、１、２階の窓口を市民の皆さんの利用の
多い手続を集約した市民、福祉、税の総合窓口を配置した。

【事業の目的及び効果】
　福祉に関する窓口業務等を民間事業者に包括的に委託することにより、窓口サービスの質
の更なる向上を図る。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（国民健康保険窓口等業務分）　758千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 15,622 

要求額 758 

総務部長段階査定額 758 

年度 R8

福０１５ 項　　目　　名 福祉総合窓口業務等包括委託事業費（国民健康保険事業分）

予算書項目 福祉総合窓口業務等包括委託事業費 ページ 31

福祉部
保険年金課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 615 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 615 

その他財源の内訳

市長段階査定額 615 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】医療・年金係 0857-30-8224

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　市民が安定した生活基盤を確立するため、「国民皆年金」制度の普及に努める。

【事業の目的及び効果】
　年金事務所と連携を図りながら窓口での未加入者への加入促進及び保険料の拠出能力に乏
しい低所得者、失業者等への免除制度の指導を行う。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（国民年金窓口業務分）　615千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 国民年金事務取扱費

補正前額 12,596 

要求額 615 

総務部長段階査定額 615 

年度 R8

福０１６ 項　　目　　名 国民年金事務取扱事務費

予算書項目 事務費 ページ 33

福祉部
保険年金課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 635 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 635 

その他財源の内訳

市長段階査定額 635 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】医療・年金係 0857-30-8223

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　障がいのある人の健康の保持及び生活の安定を図る目的で昭和48年に創設された。

【事業の目的及び効果】
　障がいのある人が医療保険等で医療給付を受けた場合に、自己負担部分を助成し、健康の
保持と生活の安定を図る。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費
（特別医療費助成及び未熟児養育医療窓口等業務分）　635千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 身体障がい者福祉費

補正前額 450,716 

要求額 635 

総務部長段階査定額 635 

年度 R8

福０１７ 項　　目　　名 重度障害者医療助成費

予算書項目 重度障害者医療助成費 ページ 33

福祉部
保険年金課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 635 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 635 

その他財源の内訳

市長段階査定額 635 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】長寿医療係 0857-30-8225

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　令和元年10月に新しい本庁舎への移転にあたり、１、２階の窓口を市民の皆さんの利用の
多い手続を集約した市民、福祉、税の総合窓口を配置した。

【事業の目的及び効果】
　福祉に関する窓口業務等を民間事業者に包括的に委託することにより、窓口サービスの質
の更なる向上を図る。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（後期高齢者医療窓口等業務分）　635千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 6,855 

要求額 635 

総務部長段階査定額 635 

年度 R8

福０１８ 項　　目　　名 福祉総合窓口業務等包括委託事業費（後期高齢者医療事業分）

予算書項目 福祉総合窓口業務等包括委託事業費 ページ 33

福祉部
保険年金課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 3,079 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 3,079 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,079 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】長寿医療係 0857-30-8225

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　後期高齢者医療費特別会計へ繰出。

【事業の目的及び効果】
　事業費分、保険基盤安定分繰出。

【事業の内容】
　令和８年８月以降の資格確認書等の発送方法変更に伴う郵便代（特定記録分）増額による
もの。

款 民生費

項 他会計繰出

目 後期高齢者医療費特別会計へ繰出

補正前額 792,498 

要求額 3,079 

総務部長段階査定額 3,079 

年度 R8

福０１９ 項　　目　　名 後期高齢者医療費特別会計へ繰出

予算書項目 後期高齢者医療費特別会計へ繰出 ページ 35

福祉部
保険年金課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 14,525 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 7,396 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 7,129 

その他財源の内訳

市長段階査定額 14,525 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239

【１２次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　依然としてエネルギー価格・物価高騰が続いており、低所得者世帯の生活に深刻な影響を
与えることが懸念されている。

【事業の目的及び効果】
　光熱費等の一部を助成することにより、低所得世帯の生活への影響を緩和する。

【事業の内容】
・対象者　児童扶養手当受給世帯　1,288世帯（見込み）
　　　　　※児童扶養手当全部支給停止世帯及び生活保護受給世帯除く
・助成費　１世帯当たり11千円
・財　源　鳥取県家計負担激変緩和対策事業補助金（扶助費1/2、役務費10/10）

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 14,525 

総務部長段階査定額 14,525 

年度 R8

家００１ 項　　目　　名 低所得者等への光熱費助成事業費（児童扶養手当受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への光熱費助成事業費 ページ 31

健康こども部こども家庭局
こども未来課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 660 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 660 

その他財源の内訳

市長段階査定額 660 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239

【１２次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　平成24年４月より従前の「子ども手当」に代わり制度開始したもの。

【事業の目的及び効果】
　児童を養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の負担軽
減を図り、もって児童の健全育成につなげる。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（児童手当窓口等業務分）　660千円

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 3,632,208 

要求額 660 

総務部長段階査定額 660 

年度 R8

家００２ 項　　目　　名 児童手当費

予算書項目 児童手当費 ページ 33

健康こども部こども家庭局
こども未来課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,078 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 539 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 539 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,078 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】企画係 0857-30-8232

【１２次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　外出や交流の機会が限られる中、妊婦や子育て世帯等を地域から孤立することなく、支援
することが求められている。

【事業の目的及び効果】
　子育て支援アプリを活用し、妊娠・出産・子育てに関する情報提供及び切れ目ない支援を
行うことを目的とする。アプリは電子母子手帳として利用でき、妊婦健診、乳幼児健診の結
果や予防接種等の記録管理が可能になる。

【事業の内容】
　子育て世代の主要な情報収集媒体であるＳＮＳ等の特性や視聴習慣に合わせ、視覚的・直
感的に理解しやすいショート動画を戦略的に制作・配信することで、支援情報を必要とする
層への確実なアウトリーチを実現し、施策の認知度向上と確実な利用促進を図る。

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

補正前額 594 

要求額 1,078 

総務部長段階査定額 1,078 

年度 R8

家００３ 項　　目　　名 子育て支援アプリ活用推進事業費

予算書項目 子育て支援アプリ活用推進事業費 ページ 35

健康こども部こども家庭局
こども未来課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 29,983 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 29,900 

その他 0 

一般財源 83 

その他財源の内訳

市長段階査定額 29,983 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8236

【１２次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　市立保育園20園を運営している。

【事業の目的及び効果】
　保育業務による子育て支援の実施。

【事業の内容】
（１）こじか園空調設備（ＡＣＰ－２系統）の老朽化に伴う更新業務
　こじか園の幼稚園系統のエアコンについて、設置から20年以上が経過し、経年劣化により
故障が発生した。室外機３台が連結されており、うち１台が故障停止している状況のため、
機器更新を行う。

（２）白兎保育園空調設備の老朽化に伴う更新業務（３期更新計画の第１期）
　白兎保育園の屋外に設置されている室外機が塩害により腐食しており、一部の機種が故障
して使用不可となっているため、更新を行う。

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

補正前額 1,446,637 

要求額 30,349 

総務部長段階査定額 29,983 

年度 R8

家００４ 項　　目　　名 市立保育園運営費

予算書項目 市立保育園運営費 ページ 33

健康こども部こども家庭局
幼児保育課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 250 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 250 

その他財源の内訳

市長段階査定額 250 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8236

【１２次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　公立幼稚園を３園運営している。

【事業の目的及び効果】
　幼稚園運営による子育て支援の実施。

【事業の内容】
　令和８年度の公立保育園・幼稚園と小中学校の給食費改定にあたり、福部未来学園幼稚園
の給食費に係る保護者負担について、公立保育園及び他の公立幼稚園と同水準となるよう、
支援に係る経費を計上するもの。

款 教育費

項 幼稚園費

目 幼稚園管理費

補正前額 7,690 

要求額 250 

総務部長段階査定額 250 

年度 R8

家００５ 項　　目　　名 幼稚園一般管理事務費

予算書項目 管理事務費等 ページ 45

健康こども部こども家庭局
幼児保育課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 99 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 99 

その他財源の内訳

市長段階査定額 99 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】子育て支援係 0857-30-8587

【１２次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　乳幼児の健康の保持増進を図るためには、定期的に健康診査を受け健康状態を明らかにす
る必要がある。母子保健法第12条に基づく市町村の義務健診である。

【事業の目的及び効果】
　１歳６か月の頃はおしゃべりをしたり歩くことができるようになる大切な時期である。こ
の頃にとって大切な生活習慣への働きかけ、むし歯予防、食事、その他育児等に関する支援
をしていく。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（乳幼児健診に関する窓口業務分）　99千円

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

補正前額 8,366 

要求額 99 

総務部長段階査定額 99 

年度 R8

家００６ 項　　目　　名 １歳６か月児健康診査費

予算書項目 １歳６か月児健康診査費 ページ 35

健康こども部こども家庭局
こども家庭センター
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 3,177 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 3,177 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,177 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8522

【１２次総の施策体系】2202

【事業の経過及び背景】
　中核市移行に伴い、県から移管・委託された保健所等業務を行うために県と同様のＮｏｔ
ｅｓシステムデータベースを引き継ぎ、各業務に活用。

【事業の目的及び効果】
　現行Ｎｏｔｅｓシステムの更新・データ移行を検討したところ、Ｗｉｎｄｏｗｓ更新毎等
の将来的なコストが増大していくことが判明。Ｎｏｔｅｓシステムで管理していたデータ
を、庁内システム（プリザンター・ＰＤＦ等）での管理へ移行することにより、データ管理
システムに要するコストの削減を図る。

【事業の内容】
　全庁的な住民情報系端末更新により現行Ｎｏｔｅｓシステムが使用できなくなるため、庁
内システムを活用した管理へ移行する。
　庁内システム移行作業委託料　3,177千円

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 5,418 

要求額 3,177 

総務部長段階査定額 3,177 

年度 R8

保００１ 項　　目　　名 事務費

予算書項目 事務費 ページ 35

健康こども部鳥取市保健所
保健総務課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,185 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,185 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,185 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】予防接種推進係 0857-30-8640

【１２次総の施策体系】2202

【事業の経過及び背景】
　Ａ類疾病予防接種は、集団免疫の獲得による感染症のまん延防止を目的としており、予防
接種法に基づいて実施する。接種対象者には、予防接種を受ける努力義務が課されており、
適切な時期に安全に予防接種を受けられる体制を整備することが必要である。

【事業の目的及び効果】
　伝染のおそれがある疾病の発生及び重症化を予防し、住民の生命及び健康を守るととも
に、より多くの対象者が接種を受けることで、感染症のまん延防止を図る。

【事業の内容】
　令和８年度にＲＳウイルス感染症ワクチンが定期接種の対象に追加されたことに伴い、接
種記録の登録等に必要なシステムの改修を行う。
　また、近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を
実施するため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（予防接種券発行窓口業務分）　99千円

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

補正前額 432,337 

要求額 1,185 

総務部長段階査定額 1,185 

年度 R8

保００２ 項　　目　　名 Ａ類疾病予防接種費

予算書項目 感染症予防接種費 ページ 35

健康こども部鳥取市保健所
保健医療課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 165,386 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 165,386 

その他財源の内訳

市長段階査定額 165,386 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】予防接種推進係 0857-30-8640

【１２次総の施策体系】2202

【事業の経過及び背景】
　定期接種として、高齢者インフルエンザ、新型コロナ、高齢者肺炎球菌及び帯状疱疹の予
防接種を実施している。また、インフルエンザについては、心身障がい（児）者及び小学６
年生までの小児を対象に任意接種への助成を行っている。

【事業の目的及び効果】
　Ｂ類疾病予防接種は、接種を希望する住民の発病及びその重症化を予防し、併せてそのま
ん延防止を図ることを目的としている。接種費用の負担軽減を図り、接種体制を整備するこ
とで、住民の健康と生命を守る。

【事業の内容】
　令和８年度から高齢者インフルエンザ予防接種に使用するワクチンとして、予防効果の高
い高用量ワクチンが追加され、75歳以上の高齢者は従来の標準量ワクチンとの選択が可能と
なった。これに伴う接種費用の増加分を含め、高齢者インフルエンザ定期予防接種に要する
費用を計上する。
　〇接種見込み件数：34,564件（うち、75歳以上　19,916件）

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

補正前額 313,589 

要求額 171,311 

総務部長段階査定額 165,386 

年度 R8

保００３ 項　　目　　名 Ｂ類疾病予防接種費

予算書項目 感染症予防接種費 ページ 35

健康こども部鳥取市保健所
保健医療課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 542,290 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 445,002 

地方債 8,200 

その他 0 

一般財源 89,088 

その他財源の内訳

市長段階査定額 542,290 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】スマートエネルギータウン推進室 0857-30-8288

【１２次総の施策体系】3101

【事業の経過及び背景】
　「鳥取市スマートエネルギータウン構想」に基づき、エネルギーの地産地消、地域内経済
循環の拡大を図るために様々な事業に取り組んでいる。令和５年４月には環境省「脱炭素先
行地域」に選定され、令和６年12月には、官民共同出資による「株式会社スマートエネル
ギーとっとり」を設立し、脱炭素先行地域の取組を推進している。

【事業の目的及び効果】
　脱炭素先行地域（若葉台、佐治町）において、産学金官連携による地域脱炭素と再エネの
地産地消の取組を進め、地域経済循環の活性化、地方創生、災害耐性の向上など安心・安全
に住み続けられる持続可能なまちづくりの実現につなげる。

【事業の内容】
・若葉台野立太陽光発電設備整備補助　 433,334千円（国費　事業費650,000千円×3/4）
・脱炭素先行地域づくり持続化補助（太陽光発電事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　88,918千円
・さじアストロパーク電気自動車導入　　 6,145千円（国費　1,250千円）
・さじアストロパーク充放電設備導入　　13,893千円（国費　3/4）

款 商工費

項 商工費

目 商工業振興費

補正前額 556,586 

要求額 542,290 

総務部長段階査定額 542,290 

年度 R8

経００１ 項　　目　　名 スマートエネルギータウン構想推進事業費

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 37

経済観光部
経済・雇用戦略課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,000 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,000 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,000 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】スマートエネルギータウン推進室 0857-30-8288

【１２次総の施策体系】3101

【事業の経過及び背景】
　歴史や文化に支えられてきた地域観光資源は、これまで地域の活力を生み出してきた一
方、近年は担い手の高齢化や後継者不足、人手不足により、その維持・継承が難しくなって
いる。こうした状況の中、地域観光資源の衰退を防ぎ、持続可能な地域経営を実現するため
には、地域外の人材資源を戦略的に活用する新たな取組が求められている。

【事業の目的及び効果】
　地域外から高度なスキルを持つ人材を地域に導入・活用し、地域事業者との協働により人
手不足を補完するとともに、地域と継続的に関わる「地域の応援者」を増やすことで、関係
人口による持続可能な地域課題解決モデルの構築を図る。

【事業の内容】
　地域資源を活用した地域活性化事業に資する支援補助　1,000千円
　（旅人協働型地域課題解決事業）

款 商工費

項 商工費

目 商工業振興費

補正前額 67,868 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 1,000 

年度 R8

経００２ 項　　目　　名 自然資本産業誘致・振興事業費

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 37

経済観光部
経済・雇用戦略課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,016 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,016 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,016 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】市場開拓係 0857-30-8283

【１２次総の施策体系】3101

【事業の経過及び背景】
　平成22年８月にロシアウラジオストク市、平成24年９月に中国延辺朝鮮族自治州と相互に
経済交流を促進する覚書を締結。平成25年４月に「国際経済発展協議会」を設立するととも
に、コーディネーターを配置する「環日本海経済交流センター」を設置。
　平成30年度から、人口減少による国内市場の縮小や労働力不足といった地域事業者の深刻
な経営課題を解決するため「外国人留学生の地域就労支援事業」に着手。
　平成31年４月16日にハノイ市友好団体連合と覚書を締結し、同年10月に市内経済団体・企
業を中心とした経済視察団を派遣。令和６年11月に同団体の訪鳥、令和７年７月には鳥取市
訪問団がハノイ市を訪問する等、連携を強化。

【事業の目的及び効果】
　環日本海地域の友好都市に関わらず広く海外との経済交流を図りながら、地元企業の販路
や事業等の海外展開につなげ、本市の経済発展を推進する。

【事業の内容】
　令和７年度に鳥取市訪問団がハノイ市を訪問し、覚書の更新について調整を進めるととも
に、地元企業との農業分野での連携の可能性について関係者と協議した。前回の訪問を踏ま
え、市と共にベトナムを訪問した地元企業と現地の農業分野の高等教育機関等を再訪問し、
ベトナムにおける農業分野の鳥取ブランドの拡大等に係る事業連携に向けた調整を進める予
定。

款 商工費

項 商工費

目 商工業振興費

補正前額 13,440 

要求額 1,016 

総務部長段階査定額 1,016 

年度 R8

経００３ 項　　目　　名 国際経済交流推進事業費

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 37

経済観光部
経済・雇用戦略課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 500 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 500 

その他財源の内訳

市長段階査定額 500 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】雇用政策係 0857-30-8284

【１２次総の施策体系】3101

【事業の経過及び背景】
　人口減少社会において、若者・女性から選ばれるまちであるためには、「魅力ある雇用」
と「働きやすい職場環境」の整備が喫緊の課題である。商工会議所、鳥取県、ふるさと鳥取
県定住機構等とより密接に連携し、官民が一体となって地域の実情に即した施策を着実に展
開する必要がある。

【事業の目的及び効果】
　鳥取商工会議所の「とっとり未来づくり特別委員会」に鳥取市、鳥取県、ふるさと鳥取県
定住機構が参画し、関係機関と連携体制を構築する。官民が共通の課題認識を持ち、若者・
女性のキャリア形成や働き方の多様性向上に資する取組を実施することで、職場定着と地域
活性化を図る。

【事業の内容】
・「とっとり未来づくり特別委員会」の運営連携
　鳥取商工会議所が主導する「とっとり未来づくり特別委員会」において、鳥取県、ふるさ
と鳥取県定住機構と連携し、若者・女性のニーズ調査及び施策の検討を行う。
・交流イベントの開催（２回程度）
　若者及び女性を対象とした交流の場を提供し、キャリア形成や働き方について意見交換を
行う。
　　※具体的な内容や形式は委員会にて検討の上、迅速かつ柔軟に決定する。

款 商工費

項 商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 750 

総務部長段階査定額 500 

年度 R8

経００４ 項　　目　　名 働き方改革推進事業費

予算書項目 働き方改革推進事業費 ページ 37

経済観光部
経済・雇用戦略課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 4,575 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 4,575 

その他財源の内訳

市長段階査定額 4,575 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-30-8282

【１２次総の施策体系】3101

【事業の経過及び背景】
　本年７月にグランドオープン予定の鳥取市まちなかビジネス共創スクエア「カトカミ」に
は、その一部スペースに国立大学法人鳥取大学が入居する予定となっている。これを契機と
して、鳥取大学が有するシーズ（研究成果、研究テーマなど）、知財面等で豊富な知見を有
する事業者、そしてまちなかでビジネス共創を目指す「カトカミ」の機能を最大限に生かす
ため、産学官連携による市内発の新規事業創出を進めていく。

【事業の目的及び効果】
　産学官連携の取組の一環として、鳥取大学のシーズを生かし、産業の高度化及び地域経済
の活性化を図る。

【事業の内容】
　知財面等で豊富な知見を有するデロイトトーマツと本市とで協定を締結し、法務・財務の
専門知識及び異業種のネットワークを有する社員が、鳥取市を拠点として一定期間常駐す
る。当該社員は鳥取大学が有するシーズの中で発展性の見込めるものを抽出し、それを活用
した新規事業の立ち上げまでの伴走支援を実施する。
　なお、本事業は、総務省「地域活性化起業人」制度の枠組みの中で実施する。
　地域活性化起業人の派遣元事業者への負担金：4,575千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上限6,100千円÷12月×９か月）
　活動内容等：７月協定締結、鳥取大学との連携開始

款 商工費

項 商工費

目 商工業振興費

補正前額 15 

要求額 4,575 

総務部長段階査定額 4,575 

年度 R8

経００５ 項　　目　　名 産学官連携推進事業費

予算書項目 産学官連携推進事業費 ページ 37

経済観光部
経済・雇用戦略課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 4,067 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 4,067 

その他財源の内訳

市長段階査定額 4,067 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】市場開拓係 0857-30-8283

【１２次総の施策体系】3103

【事業の経過及び背景】
　（一社）鳥取市観光コンベンション協会（以下「協会」という。）は、鳥取市及びその周
辺地域の観光振興並びに物産振興を図り、地域経済の活性化並びに文化の向上に寄与するこ
とを目的に観光案内、旅行業、地域産品の販売、ふるさと納税精算業務等の事業を実施して
いる。
　観光振興並びに物産振興を図るうえで、観光分野・一次産業分野・地域産品等のリアル店
舗、ＥＣ（ふるさと納税返礼品を含む）販売が相互に関連しながらも、十分に連携されてい
ないことが課題となっている。

【事業の目的及び効果】
　協会において、観光と一次産業（農業・林業・漁業）のとの連携（体験型観光や着地型旅
行商品の造成）、ＥＣ（とっとり市、ふるさと納税）と返礼品・観光商品の連動を進めるた
め、外部人材の視点や民間のノウハウを活用し、観光・一次産業・ＥＣ・ふるさと納税を横
断的に結びつけた地域活性化モデルを構築し、地域経済の持続的発展に寄与することを目指
す。

【事業の内容】
　「地域活性化起業人」制度を活用し、鳥取市観光コンベンション協会（鳥取市）に旅行会
社から専門人材（農協観光）を受け入れ、観光・一次産業・物産振興等を横断的に結びつけ
た地域活性化モデルの構築を目指すための経費。
地域活性化起業人の派遣元事業者への負担金：4,067千円（上限6,100千円÷12月×８か月）
（活動内容等）
旅行業務（一次産業との連携）強化、ＥＣと旅行商品（観光体験型商品造成）の連携強化
・７月人材選定、協定締結
・８月活動開始

款 商工費

項 商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 4,067 

総務部長段階査定額 4,067 

年度 R8

経００６ 項　　目　　名 物産振興・観光流通一体型推進事業費

予算書項目 物産振興事業費 ページ 37

経済観光部
経済・雇用戦略課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 25,888 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 13,094 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 12,794 

その他財源の内訳

市長段階査定額 25,888 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】企業支援係 0857-20-3223

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　経済環境等の悪化により地域経済に大きな影響を及ぼすもののうち、鳥取県商工労働部長
が指定した経済変動事象に指定された地域経済変動対策資金を利用した際に、その借入時の
負担を軽減する必要がある。

【事業の目的及び効果】
　利子負担を支援することにより、事業に必要な資金借入を促すことで中小企業者等の経営
の維持、安定を促進する。

【事業の内容】
　県との協調融資である地域経済変動対策資金（エネルギー・原材料価格高騰及び円安等）
を申し込んだ市内中小企業者等に対し、３年間、利子相当額の一部を補助する。
　※融資利率1.43～1.63％　補助率2/3　(内訳：県1/3、市1/3負担）

款 商工費

項 商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 26,731 

総務部長段階査定額 25,888 

年度 R8

経００７ 項　　目　　名 各種金融対策利子補助金（重点支援地方交付金）

予算書項目 中小企業金融対策費 ページ 37

経済観光部
企業立地・支援課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 5,291 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 5,291 

その他財源の内訳

市長段階査定額 5,291 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292

【１２次総の施策体系】3202

【事業の経過及び背景】
　昭和40年に始まった鳥取しゃんしゃん祭は、鳥取の夏の一大イベントとして定着してお
り、毎年多くの踊り子と観客で賑わっている。今後も鳥取の夏を代表する祭りとして継続
し、観光振興や中心市街地の活性化を図る必要がある。

【事業の目的及び効果】
　鳥取の夏を代表する祭りとして振興を図ることで、観光誘客の促進や中心市街地の活性化
に寄与する。

【事業の内容】
　より安全な祭りの開催に向けて、運営体制等を強化するとともに、祭りに使用する傘の生
産・供給体制の構築を図り、鳥取しゃんしゃん祭の継承を図る。
・傘の生産・供給体制の再構築　　　　　　　　　　4,816千円
・「第62回鳥取しゃんしゃん祭」の安全対策の強化　　475千円

款 商工費

項 商工費

目 観光費

補正前額 39,516 

要求額 5,291 

総務部長段階査定額 5,291 

年度 R8

経００８ 項　　目　　名 しゃんしゃん祭振興会補助金

予算書項目 各種団体補助金負担金 ページ 39

経済観光部
観光・ジオパーク推進課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,430 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,430 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,430 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291

【１２次総の施策体系】3202

【事業の経過及び背景】
　流しびなの館は、用瀬地域の伝統文化である流しびな行事継承のため、ひな人形の殿堂と
して昭和63年度に設置。平成４年度には流しびなの館隣接地に観光物産センターを設置。平
成18年度から指定管理者制度へ移行。

【事業の目的及び効果】
　指定管理者制度の導入により、管理経費の縮減と民間知識の活用によりサービスの向上を
図るとともに、伝統文化の伝承と観光の振興を目指す。

【事業の内容】
　流しびなの館の煙感知器の不具合が確認され、施設管理に支障が生じているため、修繕
し、適正な維持管理を行う。
・煙感知器取替修繕　 1,430千円

款 商工費

項 商工費

目 観光費

補正前額 36,704 

要求額 1,430 

総務部長段階査定額 1,430 

年度 R8

経００９ 項　　目　　名 流しびなの館管理事業費

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 39

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,740 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,740 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,740 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291

【１２次総の施策体系】3202

【事業の経過及び背景】
　本市の道の駅は、観光情報の発信及び地域特産品の紹介を通して、観光振興、地域の活性
化を図ることを目的に設置しており、平成18年４月に「道の駅清流茶屋かわはら」、「道の
駅神話の里白うさぎ」、令和元年６月に「道の駅西いなば気楽里」をオープン。各施設が指
定管理者による管理運営を行っている。

【事業の目的及び効果】
　民間のノウハウを活用し、経費の節減等を図りながら施設の適正な維持管理に努めること
で、観光情報の発信、地域特産品の販売など、道路利用者の利便の向上を図る。

【事業の内容】
　道の駅神話の里白うさぎのキュービクル内において、塩害等による不具合が発生している
ほか、外壁モルタルの欠損が確認され、施設管理に支障が生じているため、キュービクル内
の不具合箇所及び外壁モルタル欠損部分の修繕を行い、適正な維持管理を行う。
・道の駅神話の里白うさぎキュービクル不具合修繕   594千円
・道の駅神話の里白うさぎ外壁修繕　　 　　　　　1,146千円

款 商工費

項 商工費

目 観光費

補正前額 6,208 

要求額 1,740 

総務部長段階査定額 1,740 

年度 R8

経０１０ 項　　目　　名 鳥取市道の駅管理運営費

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 39

経済観光部
観光・ジオパーク推進課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 7,923 

その他 0 計 27,405 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 7,923 

一般財源 19,482 

その他財源の内訳

市長段階査定額 27,405 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】ジオパーク推進係 0857-30-8293

【１２次総の施策体系】3202

【事業の経過及び背景】
　鳥取砂丘は山陰海岸国立公園に指定され、毎年多くの観光客が訪れることから、保全と利
活用の両立による適切な管理が求められている。

【事業の目的及び効果】
　鳥取砂丘を訪れる観光客の受入環境を整備し適切に管理することで、観光地としての魅力
向上を図る。

【事業の内容】
　多くの観光客が鳥取砂丘に訪れることが見込まれるシルバーウイーク（９月19日～23日）
の期間中、交通渋滞による市民生活への影響を抑えるため、国土交通省や鳥取県、鳥取県警
察等と連携し、交通誘導員及び交通誘導看板の設置、臨時駐車場の開設、臨時バスの運行等
を行う。
・交通誘導・看板設置撤去業務 　19,304千円
・臨時駐車場開設業務　　　　　  1,042千円
・バス運行関連業務　　　　　  　7,059千円

　※その他財源の諸収入は、鳥取砂丘渋滞対策県負担金

款 商工費

項 商工費

目 観光費

補正前額 95,965 

要求額 27,405 

総務部長段階査定額 27,405 

年度 R8

経０１１ 項　　目　　名 砂丘管理事業費

予算書項目 鳥取砂丘管理事業費 ページ 39

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 20,000 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 20,000 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 20,000 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 20,000 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292

【１２次総の施策体系】3202

【事業の経過及び背景】
　史跡鳥取城跡は復元整備が進み、令和２年の「擬宝珠橋」完成に続き、令和３年には「中
ノ御門表門」が完成。現在は、将来的な二ノ丸三階櫓の復元や令和11年頃の完成を目途に小
規模な場内案内施設「中ノ御門番人小屋」の整備に向け検討が進められており、復元整備の
進展とともに城跡周辺観光の振興を図る必要がある。

【事業の目的及び効果】
　史跡鳥取城跡周辺をはじめ、まちなか観光を推進することで通過型観光から滞在型観光へ
の転換を図る。

【事業の内容】
　株式会社スーパーホテルより、企業版ふるさと納税の寄付の申し出があり、具体的な使途
として、市内の集客力のあるイベントと併せたドローンショーの開催を希望されていること
から、鳥取三十二万石お城まつりと連携したドローンショーを開催し、観光誘客を図る。
・鳥取城跡におけるドローンショー開催業務　20,000千円

　※その他財源の寄付金は、企業版ふるさと納税

款 商工費

項 商工費

目 観光費

補正前額 33,214 

要求額 20,000 

総務部長段階査定額 20,000 

年度 R8

経０１２ 項　　目　　名 まちなか観光推進事業費

予算書項目 まちなか観光推進事業費 ページ 39

経済観光部
観光・ジオパーク推進課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,990 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,990 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,990 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291

【１２次総の施策体系】3202

【事業の経過及び背景】
　観光施設運営事業費特別会計への繰出金

【事業の目的及び効果】
　観光施設運営事業費特別会計への繰出金

【事業の内容】
　観光施設運営事業費特別会計へ繰出
　・気高町遊漁センター防水修繕　　　　　560千円
　・しかの温泉館２階浴室電気設備修繕　1,430千円

款 商工費

項 他会計繰出

目 観光施設運営事業費特別会計へ繰出

補正前額 10,025 

要求額 1,990 

総務部長段階査定額 1,990 

年度 R8

経０１３ 項　　目　　名 観光施設運営事業費特別会計へ繰出

予算書項目 観光施設運営事業費特別会計へ繰出 ページ 39

経済観光部
観光・ジオパーク推進課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 3,937 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 3,937 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,937 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】農政係 0857-30-8302

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　農業振興に関する各種事業の内部事務を適正に行う。

【事業の目的及び効果】
　湖山池周辺遊歩道は、湖山池を一周するウオーキングコースの一部として、多くの市民や
来訪者に利用されており、ウオーキングイベント等も開催されている。
　このたび、金沢地区内の湖山池遊歩道施設の一部が破損したことから、修繕し、安全確保
を図る。

【事業の内容】
　金沢地区遊歩道　① 破損橋梁除去及び修繕　　　　　1,973千円
　　　　　　　　　② 橋梁周辺流出土砂等の埋め戻し　1,964千円

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

補正前額 1,399 

要求額 3,937 

総務部長段階査定額 3,937 

年度 R8

農００１ 項　　目　　名 事務費

予算書項目 事務費 ページ 37

農林水産部
農政企画課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 473 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 315 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 158 

その他財源の内訳

市長段階査定額 473 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　農家の高齢化等による担い手の減少や耕作放棄地の増加が進んでおり、持続可能な農業を
実現するための方策として、省力化技術の開発・導入が課題となっている。

【事業の目的及び効果】
　農作業の負担軽減や技術伝承に資する農業機械・設備（スマート農機）や、パソコン、タ
ブレット等の電子機器で作業管理や環境を測定する生産管理システム等の導入を行う農業者
を支援することで、スマート農業を普及拡大させ本市の農業振興を図る。

【事業の内容】
　[鳥取地区]トラクター、代掻きアローの導入１件　　　　2,813千円
　　　　　　当初助成対象者の辞退（コンバイン）１件　▲7,398千円
　[青谷地区]トラクターの導入１件　　　　　　　　　　　　558千円
　[福部地区]トラクターの導入１件　　　　　　　　　　　4,500千円

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

補正前額 7,398 

要求額 473 

総務部長段階査定額 473 

年度 R8

農００２ 項　　目　　名 鳥取市農業生産拡大に向けたスマート農業推進事業費

予算書項目 次世代農業推進事業費 ページ 37

農林水産部
農政企画課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 4,700 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 3,133 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,567 

その他財源の内訳

市長段階査定額 4,700 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　本市では農地の遊休化、農業者の高齢化が進行する状況である。その中で生産規模拡大等
を目指す意欲ある農業者が作成する計画（プラン）に対し支援を行うことで、地域農業の振
興、活性化、農業者の所得向上を図ってきた。県事業の新設に伴い、令和６年度までの「み
んなでやらいや農業支援事業」から本事業に移行した。

【事業の目的及び効果】
　意欲ある農業者、農業集団等が目的達成のために作成したプランに位置づけた取組に対し
支援を行い、地域農業の振興や活性化を図る。

【事業の内容】
　[鹿野地区]トラクター・ディスクハローの導入１件　4,700千円

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

補正前額 14,287 

要求額 4,700 

総務部長段階査定額 4,700 

年度 R8

農００３ 項　　目　　名 ともに目指す担い手強化支援事業費

予算書項目 ともに目指す担い手強化支援事業費 ページ 37

農林水産部
農政企画課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,300 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,300 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,300 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】販路開拓・企画室 0857-30-8307

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　食の「安全・安心」が求められている中、本市の魅力ある農林水産物等をマルシェや試食
宣伝・商談会などを通して関西圏を中心にＰＲしてきた。しかしながら、潜在的な需要はあ
るものの、安定的な供給量の確保が困難な事や、流通コスト高により取引単価が見合わない
などの理由により、直接取引につながらないケースが多い現状がある。その課題を解決する
ためには、産地化によるロットの確保や地域商社機能を活用した物流・商流の一本化などの
取組を推進していく必要がある。

【事業の目的及び効果】
　集荷から販売までのトータルでの販路開拓を行うとともに、主に関西圏においてマルシェ
の開催や商談を通して広域的なＰＲ活動を行い農林水産物等の知名度アップを図る。

【事業の内容】
〇ボートレース尼崎鳥取市長杯マルシェ出店事業　363千円
　ボートレースチケットショップ鳥取開設15周年記念鳥取市長杯の決勝レース開催に合わせ
同会場にマルシェを出店し、とっとり産品の販売・ＰＲを行う。
　開催日：９月21日（月）
　会　場：ボートレース尼崎

〇アンテナショップ「麒麟のまち」集客事業　937千円
　ＫＩＴＴＥ大阪で開催される「山陰“麒麟のまち”ときめきマルシェ」に併せ、アンテナ
ショップ「麒麟のまち」でのイベントを開催し麒麟のまち圏域の特産品のＰＲ・販売促進及
びアンテナショップの認知度の向上を図る。
　開催日：11月27日（金）～28日（土）
　会　場：アンテナショップ「麒麟のまち」（大阪市北区中之島）

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

補正前額 12,018 

要求額 1,330 

総務部長段階査定額 1,300 

年度 R8

農００４ 項　　目　　名 麒麟のまちうまいもん販路拡大事業費

予算書項目 麒麟のまちうまいもん販路拡大事業費 ページ 37

農林水産部
農政企画課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 23,608 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 15,738 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 7,870 

その他財源の内訳

市長段階査定額 23,608 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　国内における米不足及び米価上昇の影響から、市内における主食用米の生産意欲が高まっ
ている一方、農業機械等の価格高騰等の影響から、規模拡大による米増産に踏み切れない農
業経営体も多く見受けられることから、今後主食用米の生産拡大を志向する多様な農業経営
体を緊急的に支援するため創設された。

【事業の目的及び効果】
　市内産米の生産力増強及び将来を担う基幹的な担い手の育成を図る。

【事業の内容】
　令和８年度補助事業が鳥取県において継続された。令和７年度を基準とし、主食用米作付
面積を令和９年度までに20％以上拡大を計画している個人、法人及び集落営農組織等へ必要
な機械導入を支援する。
　〇補助率　1/2（県：1/3　市町村：1/6）
　〇補助対象経費上限　個人：15,000千円、法人・集落営農組織等：21,000千円
　〇補助対象者
　[鳥取地区] コンバイン２件、ウイングモア１件、トラクター等１件　計17,780千円
　[河原地区] 運搬車１件、トラクター等１件　計5,828千円

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 23,608 

総務部長段階査定額 23,608 

年度 R8

農００５ 項　　目　　名 令和の米増産緊急支援事業費

予算書項目 令和の米増産緊急支援事業費 ページ 37

農林水産部
農政企画課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 5,367 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 2,683 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 2,684 

その他財源の内訳

市長段階査定額 5,367 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】担い手支援係 0857-30-8305

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　令和３年度から農地中間管理事業による担い手への農地集積、集約化を進めるうえで、荒
廃農地の再生・活用の推進を図るため「機構中間保有地再生活用事業」が新設された。

【事業の目的及び効果】
　「地域計画」を活用し地権者と担い手で合意形成が得られた耕作放棄地を、草刈り・抜根
等により再生することで、より効率的な農地利用を推進する。

【事業の内容】
　耕作放棄地の再生後、地域計画に位置付けられた地域内の農業を担う者が耕作することが
確実な農地の草刈、抜根等の費用を補助する。
　○補助率10/10（県1/2、市1/2）　補助上限額　2,000千円（１地区当たり）
　○補助対象者　鳥取県農業農村担い手育成機構
　○対象農地　　高草地域50a　国府地域20a　気高地域30a

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

補正前額 0 

要求額 5,367 

総務部長段階査定額 5,367 

年度 R8

農００６ 項　　目　　名 機構活用遊休農地再生利用事業費

予算書項目 地域農政推進対策事業費 ページ 37

農林水産部
農政企画課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 11,384 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 7,589 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 3,795 

その他財源の内訳

市長段階査定額 11,384 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】担い手支援係 0857-30-8305

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　小規模農家が共同で営農を行う集落営農は、地域の水田農業を守る担い手として重要であ
り、組織化初期の経営安定を図るため平成20年度より本事業が創設された。

【事業の目的及び効果】
　継続的な地域の水田農業を維持するため、集落営農組織に対し機械施設の整備などを支援
する。

【事業の内容】
　集落営農組織の作成した集落営農ビジョン実現のために必要な事業に対し助成する。
　○機械施設整備等支援　補助率1/2（県1/3、市1/6）
　　　２組織　青谷地域　トラクター等　7,215千円
　　　　　　　河原地域　コンバイン　　4,169千円

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

補正前額 27,287 

要求額 11,384 

総務部長段階査定額 11,384 

年度 R8

農００７ 項　　目　　名 集落営農体制強化支援事業補助金

予算書項目 意欲ある担い手支援事業費 ページ 37

農林水産部
農政企画課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,441 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,626 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 815 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,441 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】担い手支援係 0857-30-8305

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　県が認定農業者、集落営農組織、認定新規就農者以外の農業者で地域の水田農業の維持発
展を図るために必要な経費補助を設置した。

【事業の目的及び効果】
　中山間地域において、小規模な集落単位等で地域の水田農業を支えている農業者の育成と
地域の水田農業の維持発展を図る取組を支援する。

【事業の内容】
　農業用機械の導入に必要な経費を支援する。
　　補助率1/2（県1/3、市1/6）　補助上限額3,000千円
　① 河原地域　トラクター　　　1,780千円
　② 鳥取地域　ハロー　　　　　　661千円

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

補正前額 0 

要求額 2,441 

総務部長段階査定額 2,441 

年度 R8

農００８ 項　　目　　名 中山間地域を支える水田農業支援事業補助金

予算書項目 意欲ある担い手支援事業費 ページ 37

農林水産部
農政企画課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 465 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 465 

その他財源の内訳

市長段階査定額 465 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-30-8303

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　人里へのツキノワグマの出没に対し、注意喚起看板設置や職員等による追い払い対策など
により、人身被害防止対策に取り組んできた。
　また、令和７年９月からクマ等の危険鳥獣が市街地に出没した場合に、市町村長の許可に
より銃猟（緊急銃猟制度）が可能となった。

【事業の目的及び効果】
　果樹園や人家近くに出没するクマに関する対策を講じることで、農作物の保護及び住民の
安全を確保する。また、クマの緊急銃猟や錯誤捕獲等による対応時におけるクマよけスプ
レーや防護盾などの安全装備購入により、実務者の安全対策を図る。

【事業の内容】
　緊急銃猟を想定した訓練講習会を開催し、事案発生時に対応する鳥取市鳥獣被害対策実施
隊員の射撃技術向上を図る。
　・緊急銃猟想定訓練講習実施委託業務　（１回/年）　465千円

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

補正前額 3,153 

要求額 1,393 

総務部長段階査定額 465 

年度 R8

農００９ 項　　目　　名 クマ対策事業費

予算書項目 野生鳥獣被害防止事業費 ページ 37

農林水産部
農政企画課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 251 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 251 

その他財源の内訳

市長段階査定額 251 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-30-8303

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　野生鳥獣による農作物被害が増加傾向にある中、捕獲による個体数削減に取り組んでい
る。捕獲後の個体は、埋設・焼却・食用の方法により処理してきたが、令和４年度より、焼
却に代わり減容化処理を行うこととし、令和３年度に減容化処理施設を旧国府町クリーンセ
ンター内に整備し、令和４年４月１日より稼働した。

【事業の目的及び効果】
　焼却施設に代わる新たな減容化施設を運営することで、捕獲個体の処理に係る労力を軽減
させ、不法投棄を防止し、環境面への配慮を図るとともに、捕獲効率の向上を図る。

【事業の内容】
　・脱臭装置循環ポンプ交換費用　251千円

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

補正前額 24,144 

要求額 251 

総務部長段階査定額 251 

年度 R8

農０１０ 項　　目　　名 減容化施設管理運営費

予算書項目 野生鳥獣被害防止事業費 ページ 37

農林水産部
農政企画課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 353 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,059 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 353 

一般財源 706 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,059 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-30-8303

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　鳥取クレー射撃場は、野生鳥獣対策を担う銃猟者のさらなる養成を目指し平成28年９月に
再開したが、銃猟者の減少には歯止めがかからず、野生鳥獣による農作物被害も増加傾向が
続いている。

【事業の目的及び効果】
　射撃場の適切な管理運営を行うことで、銃猟者の着実な育成・確保を進め、捕獲強化によ
る農作物被害の軽減を図る。
　施設概要
　・敷地面積：11,240㎡
　・トラップ射場、スキート射場：各１面（鉛弾飛散防止ネット設置）
　・管理棟：１棟

【事業の内容】
① 散弾飛散防止ネット昇降制御盤修繕（スキート・トラップ）　935千円
② 場内定期清掃（鉛弾回収）業務委託　　　　　　　　　　　　124千円

　※その他財源の負担金は、東部４町負担金

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

補正前額 88,095 

要求額 1,214 

総務部長段階査定額 1,059 

年度 R8

農０１１ 項　　目　　名 射撃場管理運営費

予算書項目 射撃場管理運営費 ページ 37

農林水産部
農政企画課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 10,000 

諸収入 0 

その他 0 計 10,000 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 10,000 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 10,000 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】林務係 0857-30-8311

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　戦後造成した人工林が本格的な利用期を迎える中、これらの森林資源を循環利用し、林業
の成長産業化を図ることが重要である。そのためには、ＩＣＴやレーザ測量技術等の先進技
術の林業への導入を進め、生産性の向上を図る必要がある。

【事業の目的及び効果】
　ＩＣＴ等の先進技術を活用して、森林資源や森林境界情報の情報共有化とオープン化を進
め、併せて新しい木材流通・販売の仕組みづくりを行うことで林業の成長産業化を図る。

【事業の内容】
（１）森林産業イノベーション推進実証事業　林業におけるＩＣＴ技術の活用実証事業、ス
マート林業技術の開発・普及に資する事業への補助　補助率10/10　上限額　5,000千円
（２）スマート林業実装促進事業
　　① スマート林業に係る資格（ドローン操作技術など）取得への補助
　　　　補助率2/3　上限額　１事業体当たり　300千円
　　② スマート林業機械等（高性能林業機械、ドローンなど）の導入への補助
　　　　補助率1/2　上限額　１事業体当たり3,000千円

　※その他財源の繰入金は、森林環境譲与税基金繰入金

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業振興費

補正前額 0 

要求額 10,000 

総務部長段階査定額 10,000 

年度 R8

農０１２ 項　　目　　名 森林産業イノベーション推進事業費

予算書項目 林業・木材産業強化総合対策事業費 ページ 37

農林水産部
林務水産課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,459 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 729 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 730 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,459 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】林務係 0857-30-8311

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　令和５年１月の大雪により倒木による孤立集落が発生した。そのような事態を未然に防止
するため、手入れの行き届いていない森林の適正な管理の促進を図る必要がある。

【事業の目的及び効果】
　鳥取県、市町村、通信事業者等により構成される「倒木被害防災・減災対策連絡会」にお
いて危険木の予防的事前伐採等が必要と判断された個所の予備伐採の実施に対する支援を行
い、倒木に起因する集落の孤立・停電・通信障害等の発生による住民生活への影響の軽減及
び森林所有者等による森林の適正な管理の推進を図る。

【事業の内容】
　・対象地域（河原町小河内）の追加
　・補助率10/10（県1/2、市1/2）

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業振興費

補正前額 6,723 

要求額 1,459 

総務部長段階査定額 1,459 

年度 R8

農０１３ 項　　目　　名 危険木等事前伐採推進事業費

予算書項目 危険木等事前伐採推進事業費 ページ 37

農林水産部
林務水産課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 4,275 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 28,500 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 18,240 

地方債 5,200 

その他 4,275 

一般財源 785 

その他財源の内訳

市長段階査定額 28,500 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-30-8317

【１２次総の施策体系】3104

【事業の経過及び背景】
　農業の基礎的な生産基盤である農地の適切な保全管理や、老朽化した農道、用排水路等の
農業用施設全般の整備・補修が求められる。

【事業の目的及び効果】
　長寿命化対策に資する農業用用排水施設等の整備を行うことで、効率的な農業運営・管
理を実現する。

【事業の内容】
　・叶地区樋門改修工事　　　　　10,000千円
　・気高町宝木地区樋門改修工事　18,500千円

　※その他財源の負担金は、地元負担金

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

補正前額 32,000 

要求額 28,500 

総務部長段階査定額 28,500 

年度 R8

農０１４ 項　　目　　名 農業水利施設保全高度化事業費

予算書項目 農業水利施設保全高度化事業費 ページ 37

農林水産部
農村整備課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 42,300 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 21,150 

地方債 21,000 

その他 0 

一般財源 150 

その他財源の内訳

市長段階査定額 42,300 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】都市計画係 0857-30-8342

【１２次総の施策体系】3401

【事業の経過及び背景】
　城下町の風情が残る鹿野町の街なみ整備により、歴史・文化を生かした地域活性化を図る
ため、住宅等の修景整備の促進、ＮＰＯ法人による古民家活用、町内会組織によるまちづく
り事業等、地域住民が主体となった取組が積極的に進められている。

【事業の目的及び効果】
　城下町の持つ歴史的特性を生かした街なみ環境整備により、住民の定住促進、観光振興に
よる地域活性化及び地域文化の継承を図る。

【事業の内容】
　鳥取市景観計画における景観形成重点区域である鹿野町城下町の老朽化したカラー舗装の
再美装化工事等にかかる経費。
　　令和７年度　　　　　　費用対効果分析（アンケート調査・集計、効果算定等）
　　令和８年度～12年度　　道路美装化：市道今町鹿野線（約965m）
　　令和12年度以降　　　　道路美装化：市道下町二ノ丸線等を検討

款 土木費

項 都市計画費

目 都市計画総務費

補正前額 0 

要求額 42,300 

総務部長段階査定額 42,300 

年度 R8

都００１ 項　　目　　名 街なみ環境整備事業費

予算書項目 街なみ環境整備事業費 ページ 41

都市整備部
都市企画課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 571 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 571 

その他財源の内訳

市長段階査定額 571 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326

【１２次総の施策体系】3404

【事業の経過及び背景】
　人口減少や自家用車を中心とした生活スタイルの拡大により鉄道の利用者は減少傾向にあ
る。鉄道は沿線住民の生活や経済活動を支える重要な公共交通であり、将来にわたり維持、
存続を図っていくために利用促進が求められている。

【事業の目的及び効果】
　駅の利便性を向上し、鉄道の利用促進を図る。

【事業の内容】
　令和６年にＪＲから土地を無償で借り受けて駐輪場整備を実施したものの、駐輪自転車台
数が増加しており、駐輪スペースが不足している状況にある。
　そのため、新たにＪＲから土地を借り受け、駐輪場を拡張整備し、駅利用者の利便性を向
上させることで鉄道の利用促進を図る。
　・湖山駅前における駐輪スペース拡張整備の実施（整地、フェンス設置）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 2,293 

要求額 571 

総務部長段階査定額 571 

年度 R8

都００２ 項　　目　　名 駅舎・トイレ管理委託事業費

予算書項目 運輸交通関係負担金等 ページ 27

都市整備部
交通政策課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,442 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 814 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,628 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,442 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326

【１２次総の施策体系】3404

【事業の経過及び背景】
　路線バス利用者が年々減少し、交通事業者は運転手の確保に苦慮されているという状況に
ある中、今後、バス路線の廃止・縮小が急速に進むことが懸念される。将来にわたり持続可
能な生活交通を維持・確保していくための基本指針として、令和２年に鳥取市生活交通創生
ビジョンを策定し、市・交通事業者・市民等の連携のもと取組を展開している。

【事業の目的及び効果】
　ビジョンの計画期間が後半を迎え、生活交通を取り巻く環境や社会情勢が変化しているこ
とから、各種施策の実施状況や効果・課題等を検証したうえで、ビジョンを更新すること
で、実態に即した取組を展開する。

【事業の内容】
　社会の変化や交通施策の実施状況等を検証し、鳥取市生活交通創生ビジョンを改訂する。

款 総務費

項 総務管理費

目 交通対策費

補正前額 0 

要求額 2,442 

総務部長段階査定額 2,442 

年度 R8

都００３ 項　　目　　名 生活交通創生ビジョン策定事業費

予算書項目 生活交通確保対策事業費 ページ 29

都市整備部
交通政策課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 6,739 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 3,369 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 3,370 

その他財源の内訳

市長段階査定額 6,739 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】まちなか未来創造課 0857-30-8331

【１２次総の施策体系】3402

【事業の経過及び背景】
　中心市街地では、居住や消費の郊外化、少子高齢化の進展、事業所数の減少などにより、
魅力や賑わいが失われつつあるとともに、空き家・空き店舗などの遊休不動産は高止まりの
状況にある。本市では、平成29年３月に策定した「鳥取市リノベーションまちづくり構想」
に基づき、遊休不動産を資源として今の時代に適した新しい機能を加え再生することで、新
たな産業、雇用、居住空間などを生み出し、中心市街地の魅力を高める「リノベーションま
ちづくり」を進めている。

【事業の目的及び効果】
　遊休不動産を活用した事業創出プログラムの実施に取り組むとともに、都市再生推進法人
が実施する空き家・空き店舗等の建築状況調査に対する支援を行うことで、遊休不動産の利
活用促進を図る。また、今年度末で第１期構想の期間が終了することに伴い、第２期構想の
策定に官民連携で取り組むことで、さらなるリノベーションまちづくりの推進を図る。

【事業の内容】
　・第２期鳥取市リノベーションまちづくり構想策定支援業務　　　　990千円
　・鳥取市遊休不動産活用による共創型起業創業プログラムの実施　3,000千円
　・鳥取市まちなか遊休不動産建築状況調査事業補助金の交付　　　2,749千円

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

補正前額 1,011 

要求額 6,739 

総務部長段階査定額 6,739 

年度 R8

都００４ 項　　目　　名 遊休不動産利活用推進事業費

予算書項目 遊休不動産利活用推進事業費 ページ 29

都市整備部
まちなか未来創造課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 22,000 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 5,000 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 17,000 

その他財源の内訳

市長段階査定額 22,000 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】まちなか未来創造課 0857-30-8331

【１２次総の施策体系】3402

【事業の経過及び背景】
　平成19年の中心市街地活性化法の改正を受け、第１期鳥取市中心市街地活性化基本計画を
策定し、国から認定を受けた。令和５年には第４期計画（計画期間：令和５年４月から令和
10年３月まで）が策定・認定されている。

【事業の目的及び効果】
　現行計画期間の終了後、引き続き中心市街地の再生に取り組むため、新たな中心市街地活
性化基本計画の策定を予定している。令和８年度は次期計画の中核となるグランドデザイン
（今後の将来像と取組方針）を作成する。

【事業の内容】
　（仮称）中心市街地グランドデザイン作成支援業務　22,000千円
　・対象エリアの分析
　・市民・関係者の意見の把握
　・検討委員会等の運営支援
　・グランドデザインの作成

款 商工費

項 商工費

目 商工業振興費

補正前額 1,858 

要求額 22,000 

総務部長段階査定額 22,000 

年度 R8

都００５ 項　　目　　名 中心市街地活性化基本計画策定費

予算書項目 中心市街地活性化推進事業費 ページ 37

都市整備部
まちなか未来創造課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 16,669 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 2,660 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 14,009 

その他財源の内訳

市長段階査定額 16,669 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】まちなか未来創造課 0857-30-8331

【１２次総の施策体系】3402

【事業の経過及び背景】
　令和３年３月に「鳥取駅周辺再生基本構想（第２期）」を策定し、令和５年度から、官民
連携による「鳥取駅周辺リ・デザイン会議」を発足、本構想に基づく「鳥取駅周辺再生基本
計画」を令和６年６月に策定した。

【事業の目的及び効果】
　「鳥取駅周辺再生基本計画」をもとに、交通ターミナルや複合施設の規模や配置、整備手
法など、再整備に関する詳細な内容を盛り込んだ「鳥取駅周辺再生整備計画」の策定を目指
す。

【事業の内容】
　「鳥取駅周辺再生整備計画」の素案公開に合わせて、多様な媒体やツールを活用し、市民
に対して直感的な理解を促進するもの。
　・鳥取駅周辺エリアのＶＲモデル作成業務　　7,205千円
　・鳥取駅周辺再整備事業プロモーション業務（事業パンフレット、映像作成、ＳＮＳ等
　　への広告経費等）　　　　　　　　　　　　7,050千円
　・オープンハウス型説明会ブース設置業務　　2,414千円

款 土木費

項 都市計画費

目 都市計画総務費

補正前額 34,038 

要求額 16,669 

総務部長段階査定額 16,669 

年度 R8

都００６ 項　　目　　名 鳥取駅周辺再整備推進事業費

予算書項目 鳥取駅周辺再整備推進事業費 ページ 41

都市整備部
まちなか未来創造課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 59,837 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 24,568 

地方債 35,100 

その他 0 

一般財源 169 

その他財源の内訳

市長段階査定額 59,837 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】公園係 0857-30-8344

【１２次総の施策体系】3401

【事業の経過及び背景】
　都市公園等において、市民が集う憩いの場、良好な景観、豊かな地域づくりに資する空間
の形成を推進する。

【事業の目的及び効果】
　市民が集う都市公園・近隣公園・街区公園及び公共空地の整備を進めることにより、安
全・安心に利用できる公園づくりを推進する。

【事業の内容】
　鳥取城跡周辺において、来訪者の回遊性及び滞在性の向上が課題となっており、「第２期
鳥取城跡周辺にぎわい交流ビジョン（令和７年３月策定）」に基づき、歴史・文化資源を生
かした魅力発信を図り、市民と観光客の交流及び滞在の促進を目的として、久松公園米蔵跡
に休憩施設、クールシェルター、バリアフリートイレ等を一体的に備えた複合型ビジターセ
ンターを整備し、併せて久松公園米蔵跡周辺を再整備するものである。

　鳥取城跡周辺拠点整備事業
　・（仮称）鳥取城跡ビジターセンター（久松公園米蔵跡）整備に伴う測量設計業務
　　　24,200千円
　・（仮称）鳥取城跡ビジターセンター新築設計業務
　　　24,937千円
　・（仮称）鳥取城跡ビジターセンター新築に係る地質調査業務
　　　10,700千円

款 土木費

項 都市計画費

目 都市公園整備費

補正前額 73,868 

要求額 60,000 

総務部長段階査定額 59,837 

年度 R8

都００７ 項　　目　　名 公園整備事業費

予算書項目 公園整備費 ページ 41

都市整備部
河川公園課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 31,344 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 31,344 

その他財源の内訳

市長段階査定額 31,344 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8351

【１２次総の施策体系】3401、4101

【事業の経過及び背景】
　冬季の生活路線の円滑な交通を確保する。

【事業の目的及び効果】
　幹線、バス路線を主とした市道の除雪を行い円滑な交通を確保する。

【事業の内容】
　冬季時期に備えて、市で保有している除雪車の車検及び定期点検に伴う修繕を行い、除雪
体制を整える。

款 土木費

項 道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 18,649 

要求額 31,344 

総務部長段階査定額 31,344 

年度 R8

都００８ 項　　目　　名 除雪費

予算書項目 除雪関係費 ページ 39

都市整備部
道路課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 338 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 338 

その他財源の内訳

市長段階査定額 338 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】住宅係 0857-30-8371

【１２次総の施策体系】3401

【事業の経過及び背景】
　市営住宅43団地2,132戸の管理を行っている。

【事業の目的及び効果】
　市営住宅の管理を適正かつ合理的に行い、入居者の居住の安定を図る。

【事業の内容】
　令和８年４月４日強風により市営住宅出合団地の屋根の一部が飛散し、相手方の車両、家
屋に損害を与えた。この損害に対して賠償を行うもの。
　・損害賠償額　338千円（車両及び家財修繕費）

款 土木費

項 住宅費

目 住宅管理費

補正前額 17,828 

要求額 338 

総務部長段階査定額 338 

年度 R8

都００９ 項　　目　　名 その他住宅管理事務費

予算書項目 住宅管理事務費 ページ 41

都市整備部
建築住宅課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 642,158 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 148,230 

地方債 493,900 

その他 0 

一般財源 28 

その他財源の内訳

市長段階査定額 642,158 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】住宅建設係 0857-30-8372

【１２次総の施策体系】3401

【事業の経過及び背景】
　市営住宅の維持管理について、平成23年度に「鳥取市営住宅長寿命化計画」を策定し、適
切な維持管理と供給量の確保、トータルコストの低減に努めてきた。

【事業の目的及び効果】
　老朽化した市営住宅ストックの効率かつ円滑な改善を行うため、市営住宅の長寿命化を行
い、ライフサイクルコストの縮減を図る。
　施設の改善が必要となっている市営住宅大森団地（相生町三丁目）、市営住宅浪花団地
（福部町海士）の長寿命化を図るため、ストック総合改善事業を行う。

【事業の内容】
　・市営住宅浪花団地改修工事（第１期）
　・市営住宅大森団地ＲＧ３棟改修工事
　・市営住宅大森団地ＲＧ４棟改修実施設計

款 土木費

項 住宅費

目 公営住宅建設費

補正前額 0 

要求額 642,158 

総務部長段階査定額 642,158 

年度 R8

都０１０ 項　　目　　名 市営住宅長寿命化対策費

予算書項目 公営住宅等長寿命化対策費 ページ 41

都市整備部
建築住宅課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 7,480 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 7,400 

その他 0 

一般財源 80 

その他財源の内訳

市長段階査定額 7,480 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-30-8404

【１２次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　児童の安心かつ快適な教育環境を確保するため、物品や設備の維持管理等を行う必要があ
る。

【事業の目的及び効果】
　学校生活の中で必要となる消耗品の購入や各種設備等の維持管理を行うことにより、安心
で快適な教育環境を確保する。

【事業の内容】
　令和９年度に計画する福部未来学園特別教室への空調設備設置工事に向け、令和７年度に
実施設計を行ったところ、特別教室棟１階「技術室」の天井建材にアスベストが含まれてい
ることを確認した。
　現時点では飛散する恐れはないが、今年度の夏季休業期間中にアスベスト除去に取り組む
ことで、空調設置工事に従事する作業員や空調設置後に技術室を利用する児童・生徒及び教
職員の安全・安心を確保する。

　福部未来学園技術室・顧問室兼準備室の環境改善業務等　7,480千円

［業務内容］
　○ 環境改善業務（養生・石綿除去・処分等）
　○ 安全対策業務（測定モニタリング、報告書作成等）

款 教育費

項 小学校費

目 学校管理費

補正前額 114,037 

要求額 7,480 

総務部長段階査定額 7,480 

年度 R8

教００１ 項　　目　　名 学校管理経費（小学校）

予算書項目 学校管理事務費 ページ 43

教育委員会事務局
教育総務課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 16,876 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 16,876 

その他財源の内訳

市長段階査定額 16,876 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-30-8416、学校給食係 0857-30-8417

【１２次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　学校教育法第19条により、経済的な理由により就学困難と認められる児童の保護者に対し
て、学校給食費の一部を援助している。

【事業の目的及び効果】
　経済的な生活困窮家庭の児童の学校給食費の一部を援助することにより、家庭の負担を軽
減する。

【事業の内容】
　準要保護世帯における学校給食費への支援割合を現在の７割から10割にすることにより、
経済的な生活困窮家庭の児童の保護者に対する支援を拡充する。

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

補正前額 0 

要求額 16,876 

総務部長段階査定額 16,876 

年度 R8

教００２ 項　　目　　名 準要保護児童・生徒給食扶助費（小学校）

予算書項目 準要保護児童・生徒給食扶助費 ページ 43

教育委員会事務局
学校保健給食課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 27,445 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 21 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 27,424 

その他財源の内訳

市長段階査定額 27,445 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-30-8416、学校給食係 0857-30-8417

【１２次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　学校教育法第19条により、経済的な理由により就学困難と認められる生徒の保護者に対し
て、学校給食費の一部を援助している。

【事業の目的及び効果】
　経済的な生活困窮家庭の生徒の学校給食費の一部を援助することにより、家庭の負担を軽
減する。

【事業の内容】
　準要保護世帯における学校給食費への支援割合を現在の７割から10割にすることにより、
経済的な生活困窮家庭の生徒の保護者に対する支援を拡充する。

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

補正前額 29,571 

要求額 27,445 

総務部長段階査定額 27,445 

年度 R8

教００３ 項　　目　　名 準要保護児童・生徒給食扶助費（中学校）

予算書項目 準要保護児童・生徒給食扶助費 ページ 43

教育委員会事務局
学校保健給食課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 184,009 

その他 0 計 225,066 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 184,009 

一般財源 41,057 

その他財源の内訳

市長段階査定額 225,066 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-30-8417、校務支援係 0857-30-8418

【１２次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　学校給食費は、平成30年度から公会計へ移行。従来学校で集金し、学校給食センターが納
入業者等への支払いを行っていたものを、市の予算に組み込むことにより、市が集金し、食
材費等の支払い業務も市が担うこととなった。

【事業の目的及び効果】
　学校給食費の公会計化により、学校現場の多忙化解消や会計処理の透明性の向上などを図
る。また、児童生徒に安全・安心でおいしい学校給食を安定的に提供する。

【事業の内容】
　令和７年度の「鳥取市学校給食のあり方検討委員会」の提言を踏まえ、学校給食の一食当
たりの単価改定を行う。
　一方で、国県の「給食費負担軽減交付金」により、児童（小学校・義務教育学校前期課
程）保護者に対して、給食費負担額の軽減を行い、生徒（中学校・義務教育学校後期課程）
保護者に対して本市独自の支援を行う。

　※その他財源の諸収入は、学校給食費実費徴収金　現年分

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

補正前額 975,557 

要求額 225,066 

総務部長段階査定額 225,066 

年度 R8

教００４ 項　　目　　名 学校給食運営事業費

予算書項目 学校給食運営事業費 ページ 43

教育委員会事務局
学校保健給食課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 968 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 900 

その他 0 

一般財源 68 

その他財源の内訳

市長段階査定額 968 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】さじアストロパーク 0858-89-1011

【１２次総の施策体系】1202

【事業の経過及び背景】
　さじアストロパークは、103cm反射望遠鏡やプラネタリウム、様々な展示物、宿泊施設等
を備えた国内有数の公開天文台である。生涯学習施設として天文教育や理科教育などを担
い、地元鳥取市はもちろん、美しい星空を求めて岡山県や京阪神方面等の広い地域から年間
およそ２万人の来館者がある。

【事業の目的及び効果】
　鳥取市の生涯学習の拠点であり、天文教育や理科教育を担うとともに、県外からの多数の
来館者により地域の振興に寄与することを目的とする。

【事業の内容】
　老朽化により故障した太陽望遠鏡赤道儀の修繕を行う。

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 40,574 

要求額 968 

総務部長段階査定額 968 

年度 R8

教００５ 項　　目　　名 さじアストロパーク運営管理費

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 43

教育委員会事務局
生涯学習・スポーツ課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 12,045 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 12,000 

その他 0 

一般財源 45 

その他財源の内訳

市長段階査定額 12,045 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-30-8428

【１２次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　平成18年度より主要な体育施設に指定管理者制度を導入し、民間事業者の経営感覚、ノウ
ハウ等を取り入れた施設管理を実施している。

【事業の目的及び効果】
　体育施設の維持管理を行い、市民の体育振興と健康増進に寄与する。また、主要な体育施
設に平成18年度より指定管理者制度を導入し、民間の経営感覚、ノウハウ等を取り入れるこ
とにより、市民サービスの向上につなげることを目的とする。

【事業の内容】
　令和８年度に実施する武道館空調設備設置工事に向け、実施設計を進める中で、１階補助
道場の天井建材にアスベストが含まれていることを確認した。
　現時点では飛散する恐れはないが、空調設備設置工事の時期と併せ、アスベスト除去に取
り組むことで、空調設置工事に従事する作業員や施設利用者の安全・安心を確保する。

　武道館１階補助道場　アスベスト除去業務等　12,045千円

［業務内容］
　○ アスベスト除去業務
　○ 除去後天井改修業務（環境測定含む）

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

補正前額 463,560 

要求額 12,045 

総務部長段階査定額 12,045 

年度 R8

教００６ 項　　目　　名 体育施設管理費

予算書項目 体育施設管理費 ページ 43

教育委員会事務局
生涯学習・スポーツ課

-64-



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 12,189 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 12,189 

その他財源の内訳

市長段階査定額 12,189 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-30-8428

【１２次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　旧市民体育館の老朽化に伴い、市民体育館等あり方検討委員会や市民政策コメント等の結
果を経て「鳥取市民体育館再整備基本計画」を策定し、ＰＦＩ方式により整備を進め、令和
２年度より再整備事業に着手、令和５年６月にリニューアルオープンした。
・令和元年12月　　事業者選定
・令和２年３月　　事業契約議決
・令和５年３月　　施設引渡し
・令和５年６月　　リニューアルオープン

【事業の目的及び効果】
　民間事業者のノウハウに基づく監理・運営により、本市のスポーツ振興の拠点施設として
市民の健康寿命の増進等を図る。

【事業の内容】
① 市民体育館再整備事業の事業契約に基づき、施設の維持管理に必要な水道光熱費の計画
との差額分を追加で支払う。
② 空調制御システムの導入にあたり経費の1/2を負担する。

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

補正前額 320,261 

要求額 12,189 

総務部長段階査定額 12,189 

年度 R8

教００７ 項　　目　　名 市民体育館管理費

予算書項目 体育施設管理費 ページ 43

教育委員会事務局
生涯学習・スポーツ課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 5 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 5 

その他財源の内訳

市長段階査定額 5 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】出納係 0857-30-8436

【１２次総の施策体系】0103

【事業の経過及び背景】
　公金の収納及び支出について円滑な事務を行うため、平成18年度から随時、公共料金の口
座振替払い、コンビニ・スマホアプリによる収納、ペイジー口座振替受付サービス、証明書
手数料等のキャッシュレス決済、新データ伝送システムＡｎｓｅｒＤＡＴＡＰＯＲＴ利用な
ど、より利便性を重視したサービスの利用及び提供を行っている。
　また令和６年度からは公金振込手数料の有料化が開始されるなど、公金の収納支出にかか
る状況はさらに変化している。

【事業の目的及び効果】
　全庁的な会計事務について、正確性を確保しながら、効率化を推進する。

【事業の内容】
　所得税納付遅延により生じた延滞税５千円。
　※緊急払い対応申し送り漏れによるもの。

款 総務費

項 総務管理費

目 会計管理費

補正前額 68,038 

要求額 5 

総務部長段階査定額 5 

年度 R8

各種００１ 項　　目　　名 出納事務費

予算書項目 出納事務費 ページ 27

出納室

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,368 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,368 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,368 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】庶務係 0857-30-8442

【１２次総の施策体系】0101

【事業の経過及び背景】
　令和８年７月にブラジルにて「ブラジル鳥取県人会創立75周年・会館建設30周年記念式
典・祝賀会」と「第二アリアンサ鳥取村開村100周年記念式典」が開催されることとなっ
た。これまでから、鳥取市はブラジル鳥取県人会とは深い交流があり、同県人会会長から鳥
取市議会議長に招待状が届き、訪問するものである。
　なお、派遣経費は、当初予算に盛り込んでいたものの、中東情勢悪化に伴う燃料代の高騰
等により、増額補正を行うものである。

【事業の目的及び効果】
　ブラジル鳥取県人会との交流を通じて、相互理解を深め、更なる交流につなげる。

【事業の内容】
　記念式典・祝賀会への派遣経費等（２名分）
　期間　令和８年７月22日～７月29日（８日間）
　訪問場所　サンパウロ市、第二アリアンサ鳥取村
　補正予算の内訳　　旅費（航空運賃、ワクチン代）　　1,166千円
　　　　　　　　　　式典参加経費　　　　　　　　　　　202千円

款 議会費

項 議会費

目 議会費

補正前額 11,494 

要求額 1,368 

総務部長段階査定額 1,368 

年度 R8

各種００２ 項　　目　　名 運営経費（市議会運営）

予算書項目 運営経費 ページ 27

市議会事務局
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 363 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 363 

その他財源の内訳

市長段階査定額 363 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】佐治町総合支所地域振興課 0858-71-1912

【１２次総の施策体系】4101

【事業の経過及び背景】
　佐治町総合支所（昭和46年３月供用開始）、旧佐治中学校（平成25年から千代南中学校に
統合）など、佐治町内に所在する施設等の維持管理を行っている。

【事業の目的及び効果】
　老朽化した施設の維持管理を適切に実施し、市民の安全性と利便性を確保する。

【事業の内容】
　令和６年に渕尻集落（佐治町高山）の山側斜面で崩落箇所が発見された。また、裏山診断
の結果、余戸集落においても一定期間、斜面状況のモニタリングを勧められた。このため、
佐治町高山、余戸地内で、鳥取大学と民間事業者により土砂災害事前予測を行うための遠隔
自動斜面モニタリング事業を実施している。
　遠隔自動斜面モニタリング事業に使用する設備の保守費用について、本市で負担するもの
である。

款 総務費

項 総務管理費

目 財産管理費

補正前額 6,945 

要求額 363 

総務部長段階査定額 363 

年度 R8

支所００１ 項　　目　　名 佐治町総合支所管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 27

佐治町総合支所
地域振興課
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国 県 起 債 そ の 他 一般財源

387,618 令和９年度 348,800 38,818

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組]

　[今後の取組]

　６月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは下記のとおり。
 　令和８年度空調設備等改修工事に着手
　　（熱源設備・空調設備改修工事、受変電設備改修工事、ＰＣＢ撤去）
   令和９年度空調設備等改修工事
    （熱源設備・空調設備改修工事、受変電設備改修工事）
　※市民会館は令和８年10月から令和９年度末（予定）まで休館

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　近年、大ホールの空調機器の故障が頻発していること、また、低濃度ＰＣＢの撤去期間が令和８年
度末までと迫っていることから、利用者が安心して利用できる施設とするため、設備改修を行い、市
民の文化活動の拠点として市民会館を維持する。

（１）期　　間　令和８年度～令和９年度
（２）業務内容　空調設備等改修工事（令和８年10月以降を予定）
（３）所用経費　令和８年度　合計258,412千円
　　　　　　　　令和９年度　合計387,618千円

令和７年度９月補正　空調設備等改修工事実施設計　 14,137千円
令和８年度６月補正　空調設備等改修工事        　258,412千円

[単位：千円]

令和８年度６月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

鳥取市民会館空調設備等改修工事費 文化交流課
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国 県 起 債 そ の 他 一般財源

5,032 令和９年度 5,032

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組]

　[今後の取組]

市民課総合窓口及び総合案内業務の包括委託
○委託期間：令和７年４月１日　～　令和10年３月31日
　　　　　　　　（負担行為の対象期間は令和９年４月１日～令和10年３月31日）
○委託場所：鳥取市役所本庁舎
○委託内容：総合案内業務、証明業務、徴収事務業務 等

平成31年４月　市民課業務包括委託開始（～令和４年３月まで）
令和４年４月　市民課業務包括委託更新（～令和７年３月まで）
令和７年４月　市民課業務包括委託更新（～令和10年３月まで）
　　　　　　　　　債務負担行為額　272,804千円
　　　　　　　　　契約額　　　　　255,420千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　R7：85,140千円、R8：85,140千円、R9：85,140千円

令和８年６月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは、下記のとおり。
令和８年７月　委託契約の変更

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　少子高齢化が急速に展開する一方で、住民ニーズは多様化・複雑化している。平成31年より、案内
と申請書記載支援及び証明受付等の窓口業務について包括委託し、効率的かつ安定的な推進を目指し
てきた。
　令和６年度に締結した現行契約（令和10年３月31日まで、３か年契約）について、急激な最低賃金
の上昇など想定を上回る人件費の増加に伴い、適正な価格転嫁を実施するため、委託料の見直しを行
うもの。

令和８年度６月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

総合窓口管理事務費 市民課
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国 県 起 債 そ の 他 一般財源

5,752 令和９年度 5,752

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組]

　[今後の取組]

福祉総合窓口業務等包括委託
○委託期間：令和７年４月１日　～　令和10年３月31日
　　　　　　　　（負担行為の対象期間は令和９年４月１日～令和10年３月31日）
○委託場所：鳥取市役所本庁舎
○委託内容：窓口業務等（介護保険業務、障がい福祉業務、国民健康保険業務、国民年金業務、特別
医療業務、後期高齢者医療業務、児童手当業務、予防接種業務、乳幼児健診に関する窓口業務、中央
包括支援センターの窓口対応業務、託児室等運営業務及び福祉総合窓口業務）

平成31年４月　駅南庁舎において福祉総合窓口業務等包括委託開始
令和元年10月　新本庁舎において福祉総合窓口業務等包括委託開始（～令和４年３月まで）
令和４年４月　福祉総合窓口業務等包括委託更新（～令和７年３月まで）
令和７年４月　福祉総合窓口業務等包括委託更新（～令和10年３月まで）
　　　　　　　　　　　債務負担行為額　　　324,763千円
　　　　　　　　　　　契約額　　　　　　　291,060千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R7:97,042千円、R8:97,009千円、R9:97,009千円

令和８年６月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは、下記のとおり
令和８年７月    委託契約の変更

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　福祉関係の手続きを部署を超えてワンストップで対応する福祉総合窓口を設置し、質の高い市民
サービスを効率的かつ安定的な推進を目指してきた。
　令和６年度に締結した現行契約（令和10年３月31日まで、３か年契約）について、急激な最低賃金
の上昇など想定を上回る人件費の増加に伴い、適正な価格転嫁を実施するため、委託料の見直しを行
うもの。

令和８年度６月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

福祉総合窓口業務等包括委託事業費 地域福祉課
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国 県 起 債 そ の 他 一般財源

株式会社スマートエネル
ギーとっとりが、脱炭素先
行地域づくり事業を実施
するため鳥取市土地開発
公社から新都市工業用地
（第２地区）を取得するた
めの金融機関等からの借
入資金並びに当該借入
資金に対する利子相当
額の合計額

借り入れた資金の
返済が満了するま
で

全額

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組]

　[今後の取組]

　株式会社スマートエネルギーとっとりによる地域共生型再エネの導入などを通じて、2030年度までに
鳥取市脱炭素先行地域計画を実現することはもとより、2050年のゼロカーボンシティ実現に向けた道筋
を付け、地域経済循環の活性化、地域の課題解決・進化再生、生活の質の向上など安全・安心に住み続
けられる持続可能なまちづくりにつなげる。

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　令和５年４月に環境省の「脱炭素先行地域」に選定され、2030年度までに電力使用に伴うカーボン
ニュートラルと地方創生を同時に実現するため、若葉台地区と佐治町において、地域脱炭素の様々な取
組を推進する。
　若葉台地区で導入する太陽光発電設備を永続的に運営する体制を構築し、地域内へ再生可能エネル
ギーを安定的かつ長期にわたり供給することで、外部環境に左右されない地域エネルギー基盤を確立
し、持続可能なまちづくりを図る。

　脱炭素先行地域づくり事業持続化補助金として、第３セクター株式会社スマートエネルギーとっとり
が鳥取市土地開発公社から新都市工業用地（第２地区）取得で借り入れた資金並びに当該借入資金に対
する利子全額に相当する額。

　令和５年４月　環境省の「脱炭素先行地域」に選定
　令和６年12月　第３セクター「株式会社スマートエネルギーとっとり」設立

[単位：千円]

令和８年度６月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

脱炭素先行地域づくり事業持続化補助金 経済・雇用戦略課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 23 計 23 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 23 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 23 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

介護保険費特別会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　社会福祉法の改正により、重層的支援体制整備事業が創設された。本市においては令和４
年度より実施している。

【事業の目的及び効果】
　対象者の属性を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に
実施することにより、地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体
制を整備することを目的とする。

【事業の内容】
　重層的支援体制整備事業として実施する地域包括センター運営事業、一般介護予防事業
の一部、生活支援体制整備事業に係る事業費のうち、保険料負担相当分について、一般会
計へ繰り出す。

　・地域包括支援センター運営費分
　・生活支援体制整備事業費分
　　　　　　　　　　　　　　　・・・・１号保険料　23.0%
 
　・一般介護予防事業のうち厚生労働大臣が定めるものの費用分
　　　　　　　　　　　　　　　・・・・１号保険料　23.0%
　　　　　　　　　　　　　　　・・・・２号保険料（支援交付金）27.0%

　※その他財源のその他は、介護保険料

款 諸支出金

項 繰出金

目 一般会計へ繰出

補正前額 97,702 

要求額 23 

総務部長段階査定額 23 

年度 R8

介００１ 項　　目　　名 重層的支援体制整備事業繰出金

予算書項目 重層的支援体制整備事業繰出金 ページ 63

福祉部
長寿社会課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 560 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 560 

その他財源の内訳

市長段階査定額 560 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

観光施設運営事業費特別会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291

【１２次総の施策体系】3202

【事業の経過及び背景】
　遊漁センターは、飲食・宿泊機能を備える施設で、あわせて地域の観光情報や特産品等の
発信を行いながら観光振興・地域の活性化を図っている。平成18年度から指定管理者制度へ
移行。

【事業の目的及び効果】
　指定管理者制度の導入により、民間のノウハウを生かした管理経費の縮減とサービスの向
上を図るとともに、観光振興と地域の活性化を目指す。

【事業の内容】
　気高町遊漁センター１階通路に雨漏りが発生し、施設管理に支障が生じているため、屋上
に防水工事を実施することで雨漏りを解消し、円滑な施設運営を行う。
・気高町遊漁センター防水修繕   560千円

款 観光施設費

項 観光施設事業費

目 観光施設運営費

補正前額 8,363 

要求額 560 

総務部長段階査定額 560 

年度 R8

観００１ 項　　目　　名 観光施設管理費

予算書項目 観光施設管理費 ページ 75

経済観光部
観光・ジオパーク推進課
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所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,430 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,430 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,430 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

観光施設運営事業費特別会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291

【１２次総の施策体系】3202

【事業の経過及び背景】
＜国民宿舎山紫苑＞
　市民の保養と観光の振興に寄与することを目的に昭和47年度に整備された宿泊型温泉施
設。平成６年度に新館を整備。平成16年度から指定管理者制度へ移行。

＜しかの温泉館＞
　市民の保養と観光の振興に寄与することを目的に平成５年度に整備された日帰り型温泉浴
場施設。平成16年度から指定管理者制度へ移行。

＜浜村温泉館＞
　施設の老朽化に伴い平成28年度３月末から休館。

【事業の目的及び効果】
　指定管理者制度の導入により、民間のノウハウを生かした管理経費の縮減とサービスの向
上を図り、適切な施設管理を行う。

【事業の内容】
　しかの温泉館の電気工作物の点検の結果、浴室において絶縁不良の照明があるため、配線
等の修繕により不具合箇所を解消し、適正な維持管理を行う。
・しかの温泉館２階浴室電気設備修繕   1,430千円

款 観光施設費

項 観光施設事業費

目 温泉施設管理費

補正前額 1,154 

要求額 1,430 

総務部長段階査定額 1,430 

年度 R8

観００２ 項　　目　　名 温泉施設管理費

予算書項目 温泉施設管理費 ページ 75

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 3,079 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 3,079 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,079 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

後期高齢者医療費特別会計 【問合せ先】長寿医療係 0857-30-8225

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　急速な少子高齢化、医療費の増加など大きな環境変化に対応し、将来にわたり国民皆保険
制度を堅持していくため、75歳以上の方を対象とした医療制度「後期高齢者医療制度」が平
成20年度に創設された。

【事業の目的及び効果】
　後期高齢者医療事務のうち、市町村においても各種届出等受付・資格確認書等発行等の窓
口事務や保険料徴収事務を行うもの。

【事業の内容】
　令和８年８月以降は被保険者のマイナ保険証の有無によって、資格確認書または資格情報
のお知らせを、資格確認書は特定記録、資格情報のお知らせは普通郵便で送付する予定だっ
たが、84歳以下の被保険者のうち、マイナ保険証を直近１年間で６回以上利用かつ直近３か
月に利用がある場合のみ資格情報のお知らせを送付し、それ以外の被保険者と85歳以上の被
保険者にはすべて資格確認書を送付することとなったため、郵便代（特定記録分）を増額す
るもの。

款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費

補正前額 14,114 

要求額 3,079 

総務部長段階査定額 3,079 

年度 R8

後００１ 項　　目　　名 事務費

予算書項目 事務費 ページ 87

福祉部
保険年金課
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